2016年6月3日～6日
「憲法守れ」「野党共闘を」＝参院選前に４万人集会－東京【１６参院選】


参院選を前に開かれた集会でプラカードを掲げる人々＝５日午後、東京都千代田区の日比谷公園
　７月１０日投開票の参院選を控え、安全保障関連法に反対し、安倍内閣退陣を求める学生や市民の団体が５日、国会前などで大規模集会を開いた。集会には４万人以上（主催者発表）が集結。「憲法守れ」「野党は共闘を」と気勢を上げた。


安全保障関連法に反対する集会で演説する学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の奥田愛基さん（左）＝５日午後、東京都千代田区の国会議事堂正門前付近
　学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の奥田愛基さん（２３）は「失敗したアベノミクスを争点にしようとしているが、３分の２の議席を取り改憲したいというのが安倍首相の本音では」と指摘した。沖縄県で活動する「ＳＥＡＬＤｓ　ＲＹＵＫＹＵ」の元山仁士郎さん（２４）は米軍属による女性遺体遺棄事件に触れ、「２度と事件を起こさせないとの思いを持った人を国会に送り出さないといけない」と強調した。
　参院選で共闘を図る野党幹部らも駆け付けた。民進党の枝野幸男幹事長は「安倍政治を止められるかどうか、結果を残さないといけない」とスピーチ。日本共産党の山下芳生副委員長は「野党共闘で参院選に勝ち、安倍政権を倒そう」と訴えた。
　１３歳の娘を連れて参加した埼玉県入間市の大学教員石川まちこさん（４２）は「参院選での野党の言い分はまだ分からないが、自民党反対の思いを伝えるために野党を支持したい」と話した。岡山県から母親と来た女子高校生（１７）は、参院選では選挙権年齢の１８歳に達しないものの、「政治家に任せておけばいいと言う人も多いけど、自分の意見を言わないと」と力を込めた。　（時事通信2016/06/05-17:52）
安保法反対デモ、全国各地で開催　参院選へ野党支持訴え
朝日新聞デジタル　佐藤恵子、千葉卓朗、水沢健一2016年6月5日20時50分
　安全保障関連法の廃止を訴える市民団体が５日、全国各地で抗議行動をした。主催者によると、５０カ所以上で開かれ、東京の国会周辺には約４万人が集まった。２２日公示の参院選に向け、安保法に反対する野党への支持を呼びかけた。
　学生団体のＳＥＡＬＤｓ（シールズ）メンバーや学者らでつくる団体「市民連合」と、「戦争させない・９条壊すな！　総がかり行動実行委員会」の主催。各地の団体にも開催を呼びかけた。
　国会前では、「ママの会＠日野」の星野さなえさん（３５）が「参院選で平和を願う国民の意思を示そう」と主張。１人区の全３２選挙区で、民進や共産など野党４党の候補が一本化されたことを踏まえ、シールズの大学院生奥田愛基（あき）さん（２３）は「選挙結果によっては憲法が変わってしまうかもしれない。１人区でそんなに勝てるかわからないけど、ひっくり返そう」と訴えた。
　野党の民進、共産、社民各党の幹部も参加し、「選挙に行こう」「政治を変えよう」などと声を上げた。
　国会前での抗議に参加した東京都渋谷区の大学教員海部（かいふ）健三さん（４２）は、昨年夏のデモに比べて若者の参加が減ったように感じたという。「若い人が政治的な話を避けようとしているのでは」と話した。

国会前で安保法廃止などを訴える人たち＝５日午後、東京・永田町、川村直子撮影








安保法反対 　「政治変えよう」…学生・市民ら国会前で集会
毎日新聞2016年6月5日　20時32分（最終更新　6月5日　21時14分）
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「政治変えよう」：国会前で抗議の合同集会
7月10日投開票の参院選に向け、安全保障関連法などに反対する学生・市民団体の合同集会が5日、東京・永田町の国会前などで開かれた。【撮影・丹治重人】




国会前で安倍政権の政策に反対の声を上げる大勢の人たち＝東京都千代田区で２０１６年６月５日午後３時３２分、森田剛史撮影
　７月１０日投開票の参院選に向けて、安全保障関連法などに反対する学生・市民団体の合同集会が５日、東京・永田町の国会前などで開かれた。改選１人区に統一候補を擁立した野党幹部らも合流。参加者たちは「選挙に行こう」「政治を変えよう」とシュプレヒコールを上げた。 
　主催した「６・５全国総がかり大行動実行委員会」によると、国会周辺３会場で約４万人が参加。冒頭、山口二郎法政大教授が「選挙の争点は憲法にある。後戻りのできないところまで来ている」と訴えた。野党からは民進、共産、社民３党幹部が参加し、民進の枝野幸男幹事長は「（憲法改正という）争点を隠している」と与党を批判。学生・市民と野党の連帯を呼びかけた。 
　会場には「だれの子どももころさせない」「戦争いくより選挙にいこう」などのプラカードも掲げられた。東京都内に住む女子大学生（１９）は友人と２人で参加。「戦争には絶対に反対です。選挙権が１８歳に引き下げられ、重要な選挙に投票できるのは良かった」と話した。【高橋昌紀】 
安保法の廃止訴え 国会周辺などで大規模集会
NHK6月5日 20時29分
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安全保障関連法に反対する市民グループが、５日、国会周辺などで大規模な集会を開き、法律の廃止などを訴えました。
集会は、安全保障関連法に反対する市民グループが全国各地で一斉に開き、このうち国会周辺の会場３か所には、主催者の発表で合わせて４万人以上が集まりました。
　この中で、音楽評論家の湯川れい子さんは「戦争を知らない男たちが自分の立場や経済のことだけを考え再び戦争をしようとしている。日本には軍隊はいらない」と訴えました。
　また、弁護士の山岸良太さんは「安全保障関連法が憲法違反であることは明らかであり、有効な法律ではない。廃止するために頑張りましょう」と呼びかけました。
　参加した人たちはプラカードを掲げて、「皆の力で必ず廃止しよう」などと声を上げていました。
東京・東村山市から５歳の娘と参加した女性は「最近、自分の周りで安保法が話題になることが少なくなりました。自由に意見が言えて戦争のない社会を次の世代に引き継ぎたいと思って参加しました」と話していました。
産経新聞2016.6.5 21:06更新 
【２０１６参院選・国会前集会詳報（１）】民進・枝野幸男幹事長「安倍自民党は保守じゃない！　私たちこそが保守だ！」

市民団体主催の集会で演説する民進党の枝野幸男幹事長＝５日午後、国会前（松本学撮影） 
　参院選での野党勝利を目指す複数の市民団体が６月５日、「６・５全国総がかり大行動」と題した集会を各地で展開した。東京・永田町の国会正門前には民進、共産、社民の野党各党の幹部らも駆けつけ、参院選の改選１人区での候補者一本化などの成果をアピールしながら支持を訴えた。詳報は以下の通り。
　◇　
■民進党・枝野幸男幹事長
　「昨年の安全保障法制をめぐる戦いから１年余り。皆さんの力で、全ての１人区で安倍（晋三首相の）政治と一騎打ちで戦う構造を作ることができました。しかし、一騎打ちの構造を作るのが目的ではありません。われわれが問われているのは、安倍政治を止められるのかどうか。結果をもたらさなければいけません。『頑張ったけれども、正しいことをやったけれども、勝てなかった』では、次世代に責任が持てない。結果を出さなければいけないと思っています」
　「だから、あえて申し上げます。勝つために何をしなければいけないのか。ここに集まっていただいている皆さん。あるいは、ここに集まろうと思っていただいた、たくさんの皆さん。残念ながら、そうではない人たちもたくさんいます。相手は、利害関係や人間関係や情で票を集めます。そして、憲法改悪という争点隠しに走っています。だから、安保法制や憲法以外のテーマで投票先を決める人たちもたくさんいます。この人たちを動かさなければ結果をもたらすことはできません」
　「だから、あえて言います。人間関係や情で声をかけてください。理屈だけで勝てるなら、とっくに勝っているんです。いかに安倍政権がおかしいかと言う前に、あなたとあなたの友達の人間関係で票を集める、それをやらなければ、自民党には勝てません」
　「もう一つ。安倍政治を支えている人たちは、安倍自民党が『保守』だと勘違いしている。ここを引きはがさなければ勝てない。われわれこそが保守なんだと言わないと勝てません。日本の長年に渡って作られてきた支え合いと助け合いの社会を壊し、美しい農村風景を壊し、平和主義を壊し…。日本の平和主義というのは、戦後７０年の歴史なんかじゃありません。聖徳太子の「（十七条の）憲法」になんて書いてあったか。『和をもって貴（とうと）しとなす』。日本の歴史に残っている最も古い政治指針は『話し合いで円満に物事を治めましょう』。この指針のもとで日本は１５００年の歴史を歩いてきたんです」
　「数の力で押し切ったり、他の国と武力を使って物事を解決しようだなんていう、安倍自民党は保守でも何でもないんです！　残念ながら、まだ、『自民党が保守だ』という刷り込みによって、こんなに日本の歴史と伝統をぶっ壊している安倍自民党に投票してしまう人がたくさんいます。この人たちをはがせるかどうかが、この選挙の勝負なんです。『私たちこそ保守だ！』『安倍は保守ではない！』。私はこのことを、きょうから投票日まで訴え続けます」
　「皆さんも、安倍自民党が保守だと勘違いしている人たちに『日本の昔からの地域社会を、昔からの美しい国土を、そして、私たちの平和を愛する日本というものを守るために、安倍を倒すんだ』（と訴えてほしい）。これがこれから必要な訴えなんです」
　「多くの皆さんの力で、頑張れば勝てるかもしれないところまできていると思っています。でも、勝てるかどうかはここからの、ここからの勝負です。『次の参院選で頑張ろう』とか、『次の衆院選で頑張ろう』とか…。残念ながらここで安倍さんを勝たせてしまったら、そういう揺り戻しをできないような社会になってしまうかもしれない」
　「私たちも、その強い危機感をもって全力を挙げて戦います。ぜひ、多くの市民の皆さんの連帯の力で、安倍自民党を退陣に追い込みましょう！」
産経新聞2016.6.5 21:12更新 
【２０１６参院選・国会前集会詳報（２）】共産・山下芳生副委員長「日米安保廃棄や自衛隊解消は野党共闘に持ち込まない！」

市民団体主催の集会で演説する共産党の山下芳生副委員長＝５日午後、国会前（松本学撮影） 
■共産党・山下芳生副委員長
　「ここに立つたびに、野党の共闘の中身が前進しています。バラバラだった野党がここまで歩みを進めることができたのはなぜか。暑い日も寒い日も、雨の日も風の日も『安保法制廃止』『野党は頑張れ』『野党は共闘』と声を挙げ続けていただいた皆さんの世論と運動があったからにほかなりません。皆さんのこの声に、私たちは背中を押され、私たちの間にあった壁が壊れました。ありがとうございました」
　「安倍（晋三首相）さんはこれがこわいんです。ビビっているんです。だから私たちのことを『野合』だと言っている。冗談じゃありません！」
　「先週、４野党の幹事長・書記局長が会談し、安保法制廃止以外にも、安倍政権打倒で一致しているんだから、政策の一致を広げようと、３点、確認しました。『アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困の拡大を是正しよう』『ＴＰＰや沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治に反対しよう』。『安倍政権のもとでの憲法改悪に反対しよう』－。これだけの政策合意ができました。これだけ掲げているんですから、安倍さんに野合呼ばわりされるいわれはありません」
　「『いやいや。せやけど共産党は安保廃棄、自衛隊解消と言ってるやないか？』と、まだ言うてます。理解が進んでおりません。今度、（参院選の）３２の１人区、全部一本化できました。無所属の方もいる。民進党公認の方もいる。香川では、共産党公認が野党統一候補になりました。関係者の皆さんに心から敬意を表したいと思いますが、この香川選挙区で、民進党と共産党の県の代表が確認書を結びました」
　「うれしいですねえ。２００４年の共産党綱領を土台にして、安保法制廃止はもちろんのこと、以下のことが確認されました。『日本の社会に必要なのは、社会主義的変革ではなく資本主義の枠内での民主的改革であり、私有財産制の保証が基本となる』『平和外交を重視するが、日米安保条約の廃棄や自衛隊の解消という共産党の政策は野党共闘に持ち込まない』『天皇制を含めた現行憲法の全条項を守る。天皇制のあり方は、国民の総意によって決せられるものである』などでございます」
　「私たち共産党にとっては当たり前、綱領に書いていると思っていた部分ですが、やっぱり知られていないんですねえ。一緒にやるためには、実はこういうことを共産党は掲げているんですよ、ということを知っていただくことも大事だっていうことをご指摘いただいて、知っていただいたら『いいじゃないか』となるってことも分かりました」
　「皆さんの後押しで、野党の共闘、中身もどんどん前進しております。今回の選挙では終わらない。参院選で何としても勝って、続く総選挙でも、野党の共闘で安倍政権を倒して、まともな政治を一緒に作りましょう！　頑張りましょう！」
産経新聞2016.6.5 21:16更新 
【２０１６参院選・国会前集会詳報（３）完】社民・吉田忠智党首「統一名簿、合意に至りませんでした…」

市民団体主催の集会で演説する社民党の吉田忠智党首＝５日午後、国会前（松本学撮影） 
■社民党・吉田忠智党首
　「皆さん方が背中を押してくれて、野党協力が大きく前進をいたしました。本当に皆さん、ありがとうございました」
　「この大きなターニングポイントになったのは、２月１９日の、当時野党５党の党首会談でありました。このときに４つのことを確認をいたしました。『集団的自衛権容認の閣議決定を撤回をさせ、戦争法、安保関連法を廃止すること』『安倍（晋三）政権を打倒に追い込むこと』『与党とその補完勢力を少数に追い込むこと』『国政選挙の選挙協力を加速すること』。この４点の確認を受けて、これまで努力を重ねてきました」
　「そして、お話がありましたように、（参院選の）３２の選挙区では全て一本化することができました。社民党も、現場において、中央段階において、調整役、要石（かなめいし）の役割を果たした、そのように自負をしております」
　「３２の１人区は一本化できた。しかし、まだスタートラインであります。いかにこれからしっかり選挙協力をして、そして、多くの国民の皆さんの支持をとりつけるか。そのことがこれからの課題であります」
　「複数区においては、それぞれ競い合って与党の数を減らす、そのことも暗黙の了解をしています。比例代表についても、統一名簿を追求してきましたけれども、残念ながら、合意に至りませんでした。このことについては、大変申し訳なく思っています」
　「安倍政権のバロメーターは株価と、そして内閣支持率です。これを維持するためには何だってやる。オバマ大統領も広島を訪問しました。これは高く評価をしていますけれども、執拗に働きかけた面もあります」
　「安倍政権が進めている政策。戦争法の強行や武器輸出３原則など、戦争できる国づくり。そして、成長戦略の名のもとで労働法制の改悪。そして、あれだけの東京電力福島第１原発の事故を起こしながら、その反省もなく原発依存、原発再稼働を進めようとしていること。沖縄では、民意を無視して新基地建設が強行されています。しかし、内閣支持率は一定の水準を維持されている。つまりは、多くの国民の皆さんが安倍政権が進めている政策を決してよいとは思っていない、だけど支持率は一定の水準を維持している。ねじれているんですよ、明らかに」
　「このねじれを解消するのが（参院選投開票日の）７月１０日までの私たちの最大の仕事だ。政治を変える。市民が変える。選挙を変える。皆さん、そのために社民党も全力で頑張ります！　頑張りましょう！」
2016年6月6日(月)

市民と野党が変える

総がかり大行動「参院選勝つ」国会周辺４万人



　「明日を決めるのは私たち―政治を変えよう！６・５全国総がかり大行動」（実行委員会主催）が５日、全国各地で取り組まれました。東京では国会正門前、農林水産省前、日比谷公園前３カ所に特設ステージが置かれ、野党の代表や各界・各分野の著名人がスピーチしました。「４万人以上が参加した」と報告した「総がかり行動実行委員会」の高田健さんは「全国でも１００カ所以上で行動した。今日を出発点に参院選で必ず勝利しよう」と呼びかけました。
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（写真）総がかり大行動で国会前に集まった人たち＝５日、東京都千代田区


　国会正門前ステージで開会あいさつした市民連合の山口二郎さん（法政大学教授）は「（参院選の）争点は憲法です。３２の１人区で野党統一が決まるのはみなさんの力がもたらした奇跡。この１カ月、死に物狂いでたたかって勝利しよう。『選挙に行こう』の声を広げていこう」と力を込めました。

　音楽評論家の湯川れい子さん、ジャーナリストの高野孟（はじめ）さん、明治大学教授の浦田一郎さん、ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の奥田愛基（あき）さんらがスピーチしました。「安保関連法に反対するママの会＠日野」の星野さなえさんは「平和を願う国民の願いを参院選で示しましょう」と訴えました。

　民進党の枝野幸男幹事長、日本共産党の山下芳生副委員長、社民党の吉田忠智党首があいさつ。３氏はつないだ手を高く掲げ、「政治を変える　市民が変える」とのプラカードを掲げた参加者とともに「参院選は野党が勝利」「安倍政権を必ず倒そう」と全国いっせいコールをしました。

　伊豆大島からかけつけた女性（７３）は「今の政治は『おかしい』といいに来ました。参院選は、自分たち一人ひとりが日本の未来をつくる気持ちで行動し、投票したい」。

2016年6月6日(月)

「総がかり大行動」国会正門前

３野党があいさつ
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（写真）総がかり大行動で並んでコールする（左から）社民・吉田党首、民進・枝野幹事長、共産・山下副委員長＝５日、国会正門前


　５日、国会・霞が関周辺でおこなわれた「総がかり大行動」。国会正門前の特設ステージであいさつした民進党の枝野幸男幹事長、日本共産党の山下芳生副委員長、社民党の吉田忠智党首の３氏は、それぞれ、参院選３２の１人区すべてで野党統一候補が実現したのは共闘を求める市民の力であることを強調しました。

　枝野氏は「勝たないといけない。憲法改悪という大争点を隠そうとする相手です。ＴＰＰ（環太平洋連携協定）などで支え合い、助け合う社会と美しい国土を破壊する安倍自民党は保守でもなんでもないと訴えたい」と語りました。

　山下氏は「野党の共通政策の中身も前進しています。アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困拡大の是正などです。野合呼ばわりされるいわれはありません」と強調。香川選挙区で、たなべ健一野党統一候補（日本共産党公認）を擁立する共産党県委員会と民進党県連との間で「有権者の正しい理解を求めるために」調印した確認書を紹介しながら、「安倍政権を倒し、国民の声が届くまともな政治をご一緒につくっていきましょう」と訴えました。

　吉田氏は、安倍政権がすすめる政策には多くの国民が反対しながら、内閣支持率を保っていると指摘。「このねじれを１カ月間のたたかいで解消しよう」と呼びかけました。

2016年6月6日(月)

安倍政権に決着つける

「学者の会」行動　４０大学から６００人集う
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（写真）総がかり大行動に先立って行われた全国大学有志の会総決起行動＝５日、国会正門前


　安全保障関連法に反対する学者の会は５日、国会正門前の公園前で「全国大学有志の会総決起行動」を開催。４０大学からの６００人を超す参加者で会場はいっぱいになりました。

　呼びかけ人の広渡清吾・前日本学術会議会長があいさつし、昨年の戦争法強行後も会の運動がさらに大きく広がったことを報告。「いよいよ安倍政権に決着をつけるときがきた」と参院選の重要性を訴えると拍手が起こりました。

　続いて、早稲田大学有志の会が「私たちの市民運動は運動会のように楽しく」と語り、棒倒しの棒に例えて安倍政権を倒す決意を表明。「作成した５０００枚のビラを各地に出向いて配布」（国立天文台関係者有志の会）、「県内５万人・県外４万１千人の避難者に補助を打ち切って帰郷を強要する政権はもうごめん」（福島県大学・短期大学研究者の会）、「全教員に安保法廃止署名を呼びかけたら、過半数が署名してくれた」（明星大学有志の会）、「大学人が連携して学生にも投票を呼びかけよう」（オール明治の会）と、発言が続きました。

　シールズ琉球の元山仁士郎さん、シールズの寺田ともかさん、奥田愛基さんが連帯のあいさつ。元山さんが米軍属の女性遺体遺棄事件への痛憤を訴え「日本にとって沖縄ってなんだ」とコールすると、「沖縄ってなんだ」と大きなコールが返りました。

民進・共産・社民、安保法制廃止デモに参加　参院選勝利訴える
フジテレビ系（FNN） 6月5日(日)19時8分配信
国会が閉会して最初の日曜日、野党3党が参院選勝利を訴えた。
民進・枝野幹事長は、「われわれが、歴史に問われているのは、安倍政治を止められるのかどうか」、「ぜひ、多くの市民の皆さんの連帯の力で、安倍自民党を退陣に追い込みましょう」などと述べた。
共産・山下副委員長は「参議院選挙で、何としても勝って、続く総選挙でも、野党の共闘で、安倍政権を倒して、国民の声が届く、まともな希望ある政治を、ご一緒に作りましょう」と述べた。
安全保障関連法の廃止を求める市民らによるデモが5日、国会前で行われ、民進党や共産党の幹部のほか、社民党の吉田党首も参加し、参議院選挙での野党の勝利や、安倍政権の退陣などを訴えた。
１８歳選挙権 　名古屋で学生らイベント「選挙に関心を」
毎日新聞2016年6月5日　11時03分（最終更新　6月5日　11時03分）
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参院選での投票を呼びかけるデモ行進＝名古屋市中区で２０１６年６月４日、金寿英撮影
　参院選（２２日公示、７月１０日投開票）で選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられるのに合わせ、名古屋市で４日、大学生や若者グループらが「選挙に関心を持ってもらおう」と模擬投票やパンフレットの配布など若者の投票率アップを図るイベントを行った。 
　大学祭が開かれている同市千種区の名古屋大キャンパスでは、同大の学生ら５人が模擬投票所を作り来場者に「投票」を呼びかけた。 
　きっかけは同大院生の斎藤幸男さん（２２）が、首都圏の大学生らで作る「若者×未来プロジェクト」が１０〜２０代を対象に行った意識調査の結果に驚いたことだった。３〜５月に街頭やソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を通じ約５０００人が答えたもので、「誰に投票しても同じ」「めんどくさい」との回答が上位を占めていたという。 
　危機感を抱いた斎藤さんは、友人らと模擬投票を企画。名古屋市選挙管理委員会から実際の選挙で使う投票箱などを借り受けた。会場には意識調査の結果を表示し、主要６政党の特徴などを記したパネルも展示。これを材料に「好感を持つ政党」に投票してもらい、約１００人が参加したという。「１票」を投じた私立滝高２年、平野友里名さん（１６）は「選挙権を得たら投票に行くことが大事だと感じた。将来のためにも政治に興味を持ちたい」と話していた。模擬投票は５日も行われる。 
　また、名古屋市中区の繁華街では、安全保障関連法などに反対する学生団体「ＳＥＡＬＤｓ　ＴＯＫＡＩ」のメンバーら約３００人が、リズムに合わせながら「選挙に行こう」などと大声で沿道を練り歩き、通行人たちに啓発パンフレットを配布。精神科医の香山リカさんも参加した。行進に参加した岐阜県立大垣北高校３年、浮田悠（はるか）さん（１７）は「大学に進学したいが授業料が高い。政府は教育にもっとお金を使うべきだと思う」と訴えた。【駒木智一、金寿英】 
しんぶん赤旗2016年6月5日(日)

戦争いやっ　選挙行こう！　若者・ママの声響く　シールズ東海
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（写真）「市民の力で政治を変えよう」と訴えるシールズ東海の若者ら＝４日、名古屋市中区


　「選挙に行こうよ」「市民の力で政治を変えよう」。若者や子育てママの声が名古屋市内で響きわたりました。４日に行われたシールズ東海の「参院選に行きたくなる集会デモ」。駆け付けた野党国会議員らと一緒に３００人が繁華街でアピールしました。

　３２の１人区で野党統一候補が決まってからシールズ東海としては初の行動。若者グループから「がんばれよ」と激励があり、「俺も入れてくれ」と何人もがデモに飛び入り参加しました。

　行進に先立ち、中区の光の広場で集会を開催。シールズの女性は「先の戦争では私と同年代の若者が多く亡くなった。『命を奪う戦争はダメ』と声を上げよう」と訴えました。

　ゲストの精神科医・香山リカさんが「貧困による病気の解決は政治の責任」、森原康仁三重大学准教授が「参院選は市民が政治を変える絶好の機会」とスピーチ。政党からは日本共産党の穀田恵二国対委員長、本村伸子衆院議員、すやま初美参院愛知選挙区予定候補、民進党の山尾志桜里政調会長が参加。穀田氏は「若者や子育てママら市民の後押しで、１人区で野党統一候補が実現した。これが始まり。参院選に勝たねばならない。野党共闘と市民の共同の力で自民・公明と補完勢力を少数派に追い込もう」と訴えました。

しんぶん赤旗2016年6月5日(日)

勇気で「一歩踏み出す」　福島の若者
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（写真）ＤＡＰＰＥの若者たちとコールする、ましこ輝彦野党統一予定候補（中央）＝４日、福島県郡山市


　戦争法廃止を求めて活動する福島県の若者グループＤＡＰＰＥは４日、ＪＲ郡山駅前で参院選選挙区の、ましこ輝彦統一予定候補（民進党）、日本共産党の、くまがい智比例予定候補らを迎え、トークライブを行いました。

　シールズ東北の女性が「政治のことを話すのは勇気がいるが、一歩を踏み出しました」、ふくしま県市民連合の女性が「私たちの代表を政治の場に送って私たちの声を実現させよう｣とトークしました｡

　ましこ氏は「第２次世界大戦では３１０万人もの命が奪われ、私たちは戦争しないことを学んだ。アベノミクスは特定の人が株でもうけただけ」と述べ、若者たちと「政治を変えよう」とコールしました。

　くまがい氏は「安倍政治を変えてほしいという声が広がっている。市民と野党共同で頑張ろう｣と訴え｡民進党の鳥居作弥県議、社民党の小川右善県連代表もトークしました。

　５歳の娘と一緒に参加した女性（２９）は「戦争法は絶対に反対。９条がなくなって、子どもたちの世代が戦争に行くのはイヤ」と話しました。

しんぶん赤旗2016年6月5日(日)

「これからも声上げる」　京都大行動
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（写真）「戦争法は今すぐ廃止」「選挙にいこう」とアピールした集会＝４日、京都市東山区


　参院選で、市民と政党が力を合わせて戦争法廃止や安倍内閣退陣をめざそうと、京都府内の幅広い８４団体がよびかけた「６・４京都大行動」が４日、京都市東山区の円山音楽堂で行われ、２０００人が参加しました。５日の「全国総がかり大行動」に呼応したもの。

　京都市役所前までの繁華街をデモ行進し「憲法守る政治家選ぼう」「安保法制絶対反対」と唱和しました。

　京都憲法共同センター、戦争をさせない１０００人委員会京都連絡会、市民アクション＠きょうと、シールズ関西、ママの会＠京都などがリレートーク。

　高校生でつくる「スクールオブデモクラシーｉｎ京都」の、たろうさんは「未来は政治を動かす一部の人たちのものではない。高校生や若者のものでもある。だから、これからも声を上げ、行動し続ける」と述べました。

　６政党がスピーチ。参院京都選挙区（改選数２）の日本共産党・大河原としたか予定候補は「自民・公明を少数に追い込むために、京都で自民党を打ち負かそう」と力説。民進党の福山哲郎参院議員、生活の党、社民党、新社会党、緑の党の代表らが訴えました。

安保法反対訴え、女性ら国会囲む　政権に怒り、赤い服で抗議

共同通信2016/6/4 20:48
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　安全保障関連法に反対し、国会を取り囲む女性たち＝4日午後　参院選を見据え、安全保障関連法に反対する女性たちが4日、安倍晋三政権への怒りやレッドカードを表す赤い服や小物を身に着け、東京・永田町の国会を取り囲んだ。参加者は「戦争法に反対します」「殺し合うのは嫌です」と声を上げ、つないだ手を掲げた。

　国会正面にステージが設けられ、陸上自衛官の息子を持つ北海道千歳市の50代の母親は「国民や国土を守るため厳しい訓練を積んでいる自衛隊さんを、将棋の駒のように紛争地へ送らないで」と訴えた。

　米軍属が逮捕された沖縄の女性遺棄事件への抗議も相次ぎ、赤いバンダナとTシャツ姿で参加した会社員は「基地を撤去するしかない」と憤った。

安保法廃止へ思いつなぐ　国会前で女性５０００人「赤い鎖」

東京新聞　2016年6月5日 朝刊

	赤い色を身につけ、国会議事堂を囲み平和を訴える女性たち＝４日午後、東京・永田町で
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　集団的自衛権の行使容認を柱とした安全保障関連法に反対する女性たちが四日、赤色の服やアクセサリーを身に着けて手をつなぐ抗議行動「ヒューマンチェーン（人間の鎖）」を行い、国会の周囲二キロを取り囲んだ。主催者発表で五千人が参加し、参院選に向けて「戦争法は憲法違反。いますぐ廃止」と声を上げた。

　市民団体「女の平和」に加わる心理学者の横湯園子さん（７６）らが呼び掛け人となっており、昨年一、六月に続いて三回目。

　国会正門前では、憲法を市民に知ってもらう活動をしている若手弁護士グループ「明日の自由を守る若手弁護士の会」共同代表の黒沢いつきさん（３５）がスピーチ。「子どもたちに『戦争ができる国になってしまったが、あの時ママは反対した』と言うのではなく、安保法廃止という結果を残したい。立憲主義を取り戻す戦いだ」と訴えた。

　二十代の息子が陸上自衛隊員で「平和子（たいらかずこ）」の名で活動する北海道千歳市の五十代の女性は「自衛隊は日本各地の大災害で不眠不休で救助にあたってくれる国民の宝物。将棋の駒のようにヒョイと危険な紛争地に送ることは許せない」と怒りをぶつけた。

　国会周辺では五日午後零時半に、全国の大学の安保法に反対する有志の会が国会正門前に集まる。午後二時からは市民団体「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が大規模な集会を実施する。

　（小川慎一）

しんぶん赤旗2016年6月5日(日)

「女の平和」国会包む　戦争への道を阻もう　参院選で野党勝利を

　参院選で野党が勝利して、戦争への道をくい止めようと４日、国会周辺で「女の平和６・４国会ヒューマンチェーン」が行われました。多くの著名人や学者、国会議員も参加。赤い衣服やアクセサリーを身に着けて５０００人（主催者発表）が国会を包囲。「女たちは戦争法に反対します」「この国の主権者は私たちです」と手をつなぎ、コールしました。
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（写真）戦争への道を止めようと国会周辺に集まった参加者＝４日、国会正門前


　同行動は今回で３回目です。埼玉県川口市から参加した女性（５８）は「この一年で野党も変わったと感じています。政治を変えるために、これからも声を上げ続けたい」と話します。

　主催者あいさつした、元中央大学教授の横湯園子さんは「参院選で野党が多数をとって安倍政権を追い込みたい。みなさん一緒にたたかいましょう」と呼びかけました。

　学習院大学教授の青井未帆さん、音楽評論家の湯川れい子さん、作家の雨宮処凛さん、「総がかり行動実行委員会」の福山真劫さんらが次々に発言しました。

　「明日の自由を守る若手弁護士の会」共同代表の黒澤いつきさんは、戦争法が強行された日のことを「今でも忘れていない｣とのべ､「民主主義国家として当然のルールが壊されている。私たちが止めましょう｣と訴え｡

　日本共産党の田村智子副委員長、畑野君枝衆院議員、民進党の大河原まさこ前参院議員が参加。社民党の福島瑞穂副党首、生活の党の小沢一郎代表のメッセージが紹介されました。

ヘイトデモ 　出発直後に中止…抗議の数百人が囲む　川崎
毎日新聞2016年6月5日　18時41分（最終更新　6月5日　22時20分）
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「ヘイトデモ」： 出発直後に中止に　川崎
在日コリアンへの差別をあおるヘイトスピーチを繰り返してきた男性らが５日、川崎市内で計画したデモが、出発直後に中止された。デモ反対を訴える市民ら数百人が参加者を包囲し、警察の説得もあって主催者側が中止した。【撮影・後藤由耶】




もみ合う集会参加者たちの間に割って入る警察官＝川崎市で２０１６年６月５日午前１０時２３分、小出洋平撮影
　在日コリアンへの差別をあおるヘイトスピーチを繰り返してきた男性らが５日、川崎市内で計画したデモが、出発直後に中止された。デモ反対を訴える市民ら数百人が参加者を包囲し、警察の説得もあって主催者側が中止した。 
　この日午前９時ごろ、デモ参加者の集合場所となっていた同市中原区の公園に、デモに抗議する市民らが集まり始めた。同１１時ごろ、デモを呼びかけた男性と参加者十数人が公園周辺に到着すると、「ヘイトデモ反対」「帰れ」などと叫び、中止を訴えた。 
　これまで繰り返しヘイトデモの被害を受けた同市の在日コリアン３世、崔江以子（チェ・カンイジャ）さん（４２）は、主催者の男性に「共生」を求める手紙を手渡した。 
　午前１１時過ぎ、デモがスタート。在日コリアンを差別する文章が書かれたプラカードを掲げてデモ隊が約１０メートル進んだところで、抗議する市民らがデモ隊を取り囲んだため進めなくなり、足止め状態となった。 
　居合わせた警察が「デモを実施すると危険な状態になる」として中止するよう説得。午前１１時４０分ごろ、男性らは中止を決め、公園周辺を後にした。崔さんは「（ヘイト被害の）絶望の記憶が希望で上書きされました」と語った。【後藤由耶／写真映像報道センター】 
川崎のヘイトデモ中止　主催側と反対側もみ合い 
日経新聞2016/6/5 23:32
　ヘイトスピーチ対策法が施行されて最初の日曜日の５日、在日コリアンへの差別的言動を繰り返していた団体が川崎市中原区で計画したデモが、反対のため集まった数百人ともみ合いになり、中止となった。
　デモの集合場所だった中原区の公園周辺には開始予定時刻の前から反対する人々が集まり始め、団体側を取り囲んだ。道をふさごうと座り込む人や寝転ぶ人もおり、神奈川県警がデモをやるのかどうか改めて確認。正午前、団体側が現場で県警に中止を告げた。
　警察当局によると、活動の中止を求めて集まったのは約600人で、団体側は約20人だった。
　川崎市の在日３世、崔江以子さん（42）は「解散してくれてよかった。対立関係を超えて話し合いたい」と語った。デモ主催者の市内在住の男性は「なぜ自分たちばかりが言うことを聞かなければいけないのか。納得いかない」と述べた。
　県警によると、デモは公園周辺の道路で午前11時半～午後０時半、10～50人が行進する計画だった。「日本浄化」を目的とし、主催男性が１日、中原署に道路使用許可を申請した。県警は「要件を満たしている」と許可した。
　中原区の集合場所は、在日コリアンの多い川崎区桜本地区から約８キロ離れている。
　市は５月の対策法成立を受け、団体側に川崎区の公園２カ所の使用不許可を決定。横浜地裁川崎支部も今月２日、「人格権の侵害で、集会や表現の自由の範囲外」として一定範囲のデモ禁止を命じる仮処分を決定した。
　警察庁は３日、対策法施行を受け、違法行為を厳正に対処するよう、全国の警察本部に通達。名誉毀損や暴行、道交法違反などの罪に当たる行為を確認した場合、現行犯で取り締まることを想定している。〔共同〕
“ヘイトスピーチの可能性” 反対派と言い争いに デモ中止
NHK6月5日 16時09分
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民族差別的な言動を繰り返すヘイトスピーチが行われる可能性が高いとして、川崎市から管理する公園の使用を認められなかった男性らのグループが５日、市内の別の場所でデモを予定していましたが、グループの活動に反対する人たちと激しく言い争う状況になり、デモは中止になりました。
デモを計画したのは川崎市内に住む男性で、５日午前１１時ごろ、待機場所となっていた川崎市中原区にある公園周辺に数十人が集まりました。現場には、デモでヘイトスピーチが行われる可能性が高いとして反対する人たちおよそ数百人も集まり、にらみ合ったり、激しく言い争ったりする状況になりました。
　このため警察が、主催者側に「デモを実施すると危険な状態になる」と説明したところ、主催者側がデモの中止を決めたということです。
　主催者の男性を巡っては先月、川崎区の２つの公園で計画していた集会について、公園を管理する市が「ヘイトスピーチが行われる可能性が高い」として使用を認めない異例の措置を決定し、男性らは今回の中原区でデモを行う計画を県の公安委員会に申請し、認められていました。
　また、今月２日には、裁判所がデモの主催者の男性らに対し、川崎区にあり、在日韓国人が理事長を務める団体の施設周辺でデモを行うことや大声を張り上げて差別的な意識を助長する行為を禁止する仮処分の決定を出していました。
デモの主催者側「言論弾圧だ」
デモの主催者側の５３歳の男性は、「きょうのデモにはおよそ５０人が参加する予定でしたが、警察に『一般の人の安全の確保ができない』と言われて、主催者側としてデモの中止を判断しました。道路使用の許可を取ったのにデモができないのは言論弾圧だ」と話していました。
反対グループ「今後もデモが行われないよう求めたい」
デモに反対し、裁判所から半径５００メートル以内でデモを行うことを禁止した仮処分が出た団体の施設に勤務する在日韓国人の崔江以子（チェ・カンイヂャ）さんは、「ヘイトスピーチを許さないと、たくさんの仲間と共に訴え、きょうのデモは中止になりましたが、今後もデモが行われないように求めたい。
　全国でつらい思いをしている人たちが少しでも希望を感じてくれたらうれしい」と話していました。
差別的言動解消の取り組み 警察庁が指示
デモの実施の申請があった場合、各地の公安委員会は都道府県の条例に基づいて許可するかどうか判断しますが、警察庁によりますと、表現の自由に配慮して、公共の安全が保てない場合など以外は許可していることがほとんどだということです。
　３日に施行された、ヘイトスピーチと呼ばれる民族差別的な言動をくり返す街宣活動を解消するため国の責務などを明記した法律でも、こうしたデモなどを直接、禁じる規定や罰則は盛り込まれていません。
　一方、警察は、これまでも名誉毀損や暴行など違法な行為を確認した場合は、厳正に取り締まってきました。
　今回、法律が施行されたことを受けて、警察庁は改めて全国の警察に指示し、差別的な言動を解消するため取り組みを進めるよう求めています。
しんぶん赤旗2016年6月6日(月)

ヘイトデモ中止　川崎市中原区　市民数百人の抗議うけ　“前回の絶望が希望に”

　川崎市中原区で５日、在日コリアンの人たちなどに向けたヘイトスピーチ（差別扇動行為）のデモが行われようとしましたが、市民数百人の抗議の声を受け、中止になりました。
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（写真）デモ参加者に向けてプラカードを掲げる崔さん（手前の列左から２人目）ら＝５日、川崎市中原区


　デモ参加者の十数人は、午前１１時ごろ集まり、日の丸や「暴れるな！朝鮮人」との横断幕、「基地外朝鮮人」などのプラカードを掲げましたが「帰れ」コールの抗議で進めず。同４０分ごろ、警察が「デモは中止になりました」と伝えました。

　在日３世の崔江以子（チェ・カンイヂャ）さんは、夫と息子とともに、デモ参加者に「共に生きよう」とのプラカードを掲げました。

　崔さんは、デモ中止後、「１月３１日（前回のデモ）の絶望が、今日、希望で上書きされました」と報告。デモ主催者に連絡先を記した手紙を手渡したと述べ「対話でもって理解と和解の地平に立って、ヘイトスピーチをやめていただきたい」と呼びかけました。

　抗議に来た、在日３世の裵平舜（ペェ・ピョンスン）さん（４１）は「ヘイトは表現の自由ではありません。県警はなぜデモを許可したのか。誰を守りたいのかわかりません」と憤りを語りました。
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（写真）「ヘイトスピーチをなくすため党派を超えて頑張ろう」と訴える（前列右２人目から左へ）福島、畑野、有田の各氏ら＝５日、川崎市中原区


しんぶん赤旗2016年6月6日(月)

新しい政治　市民がつくる　市民連合が全国意見交流会
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（写真）市民が参加する選挙のあり方を考えた全国市民意見交流会＝４日、東京都内


　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」は４日夜、東京都内で全国市民意見交流会を開き、市民が参院選にどうかかわっていくかをめぐって経験や意見を出し合いました。

　「安全保障関連法に反対する学者の会」の山口二郎法政大教授は、市民連合の取り組みの経過と今後の方針を報告しました。３２ある参院選１人区のすべてで野党統一候補が実現したことに触れ、「野党は共闘、野党はがんばれ、と声を上げ続けた市民の力が野党の背中を押した。しかし野党結集は第一歩にすぎない。市民の運動が政党と結びついて、勝つ選挙をやりたい。そのためにあらゆる努力をする」と強調しました。

　衆院北海道５区補選を野党統一候補としてたたかった池田真紀さんが経験を報告。「（結集した）市民の力をもう一歩外に向かって広げていくこと。政党とは、協働型で一緒に汗をかいていくことが重要」と語りました。

　シールズの山本雅昭さんが、選挙の光景を変えるとして、「市民参加型の選挙」を提案。市民と政党がそれぞれの強みを生かしながら、一緒に行動するための工夫を紹介しました。

　長野､徳島･高知､栃木の各選挙区の代表がそれぞれの活動を報告。会場の参加者からも「立憲主義回復、安保法制反対以外の争点も大事だ」「複数区でどう活動していくか。自公には入れないでねという運動でいいのか｣｢電話かけをすると地域の情勢がわかる」「動画の活用を積極的にすすめたい」などの発言がありました。

参院選の野党統一候補　「市民連合」推薦１５人に

東京新聞　2016年6月5日 朝刊

	 参院選の取り組みと今後の方針について記者会見する市民連合の人たち＝４日、東京都千代田区神田駿河台の連合会館で
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　参院選での野党共闘を呼び掛ける市民団体「市民連合」は四日、東京都内で記者会見し、参院選で支援を約束する推薦協定書を結んだ野党統一候補が現段階で十五人に上ったと発表した。市民連合の呼び掛け人の一人、佐藤学（まなぶ）・学習院大教授は「市民運動による大いなる挑戦が始まっている」と述べ、民進、共産、社民、生活の野党四党に統一的な政策要望書を提出する方針を示した。

　参院選では、全国三十二の改選一人区のすべてで野党統一候補が実現。市民連合は、「安全保障関連法の廃止」や「立憲主義の回復」、さらに「個人の尊厳を擁護する政治の実現」を公約する立候補予定者と推薦協定書を交わし、支援している。

　佐藤教授は、野党共闘の実現は「市民運動の連帯の成果」と強調。参院選を市民がつくる新しい政治の出発点だとし「過半数を取り、安倍政権を退陣に追い込みたい」と意気込んだ。

　全国で最も早く、野党統一候補との推薦協定書が実現した熊本県で活動する「熊本から民主主義を！県民の会」事務局長の福永洋一さんは「党派関係なく、多くの団体が組織化された。震災もあり、セオリーのない選挙だが、結果を出したい」と話した。

　この日は、市民対象の意見交流会も開催。四月の衆院北海道５区補選で野党統一候補として出馬し、落選した池田真紀氏が「政党の共闘はできたが、十九万人もの棄権者が出た。政治への無関心を生んでしまったことが課題」などと話した。

しんぶん赤旗2016年6月5日(日)

新しい市民運動で野党勝利を　参院選　市民連合が会見

　安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合（市民連合）は４日、東京都内で記者会見し、市民の力で新しい政治を実現するため、参院選で野党を勝利させ、安倍政権を退陣に追い込んでいくと表明しました。

　「安全保障関連法に反対する学者の会」有志の佐藤学さん（学習院大学教授）は、市民連合と政策協定を結んだ参院選１人区の候補者は１５人にのぼったと報告。市民・市民運動が連帯して政治を動かす日本の政治史上初めての動きだとし、参院選にむけて今後、いっそう動きを強めるとのべ、「参院選で野党が過半数を獲得し、安倍政権を退陣に追い込みたい」と話しました。

　「学者の会」有志の大沢真理さん（東京大学教授）は、安倍政権は選挙の争点をぼかそうとしていると批判。アベノミクスの失敗にふれ、賃金などを底上げすることで、経済が成長する力になると語りました。
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（写真）市民の力で政治を変えよう、と訴える市民連合のメンバー＝４日、東京都内


　ＳＥＡＬＤｓ（シールズ＝自由と民主主義のための学生緊急行動）有志の男性さんは、参院選の争点は、安保法制の廃止と立憲主義の回復であり、自民党が打ち出す改憲をどう考えるかにあると指摘。市民の力で参院選の争点をつくり出していくとのべました。

　「安保関連法に反対するママの会」有志の女性さんは、昨年９月の安保関連法強行成立以降も「会」が増え、現在、４７都道府県で１００を超える会が成立したと報告。自民党の改憲にノーと訴える野党候補に期待したいと話しました。

　各地からの報告で、信州市民連合、市民連合・徳島、戦争法の廃止と立憲主義の回復を求める栃木県民ネットワーク、熊本から民主主義を！県民の会の代表が、野党統一候補の実現にむけた取り組みを語り、勝利に向けた決意をのべました。

◇
　市民連合と政策協定を結んだ１人区は、秋田、宮城、福島、栃木、山梨、富山、石川、長野、奈良、岡山、山口、愛媛、長崎、熊本、宮崎。政策協定を結ぶ予定のある選挙区を含め、１人区すべてで調整がすすめられています。

しんぶん赤旗2016年6月5日(日)

共産　民進　社民　生活　豊かに発展　４野党共通政策　参院選で安倍政権に代わる政治を　小池書記局長に聞く

　安倍政権打倒をめざし参院選で共闘する日本共産党、民進党、社民党、生活の党の４野党の「共通政策」が豊かに発展しています。その内容と意義などについて日本共産党の小池晃書記局長に聞きました。

共闘前進の大きな力に
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（写真）小池書記局長


　―「共通政策」をめぐってどんな経過があったのですか。

　私たちは今度の参院選挙で、野党共闘の成功と日本共産党の躍進という二つの目標を掲げています。野党共闘では、３２の参院１人区のすべてで野党統一候補が実現しました。その勝利のために私たちは全力をあげていく決意です。

　たたかいを進めていくうえで非常に大事なのが、野党の「共通政策」だと思います。

　２月１９日の５野党党首会談では合意項目の一つに「安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目標とする」ことが確認され、この会談を契機に野党共闘が大きく前進しました。この到達を踏まえて開かれた５月１９日の野党党首会談では、「その他の共通政策について一致点を確認し、積み重ねていく」ことも合意されました。

　党首会談合意を具体化する４野党書記局長・幹事長の協議は毎週行ってきました。その中で、安保法制＝戦争法廃止は当然の前提として、４野党が共同提出した安倍内閣不信任決議案の提案理由が「共通政策」のベースになるのではないか、先の通常国会に野党が共同提案した１５本の議員立法（別項）も「共通政策」になるのではないかということになり、それが一致して確認されたのです。

　国政の広範な分野で野党の共通した政策がつくられたということは重要だし、１人区のすべてで自民、公明両党を打ち負かし、野党共闘を前進させるうえで大きな力になると思います。それは、複数区、比例区でのたたかいにも必ずよい影響をもたらすでしょう。

格差を是正　改憲反対

　―具体的にどんな内容でしょうか。

　大きな中身としては、これまでの安保法制（戦争法）廃止・立憲主義回復に加えて、次の三つがあります。

　一つは、アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困の拡大を是正するということです。

　これは、経済政策の大きなテーマになっていくと思います。労働者派遣法の改悪など、労働コストの削減によって国民生活がズタズタに破壊されて、貧困と格差が広がった。これをただしていくという、野党間での基本的な方向性が確認されました。

　二つ目に、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治に反対するということです。

　ＴＰＰそのものの是非について野党間の考え方の違いはあったとしても、「国民に十分な情報提供」を求めた「国会決議」に違反するようなやり方は容認できない。沖縄の基地問題でも、県民の声に耳をかさない強権的なやり方については容認できない―この立場を野党間で確認できたと思います。

　三つ目に、安倍政権のもとでの憲法改悪に反対するということです。

　安倍晋三首相自ら参院選で改憲を問うとしているし、自民党の選挙公約でも改憲が入っている。それに対し野党が明確に反対する。今後の論戦の大きな足掛かりになっていくだろうと思います。

共同法案で緊急に解決

　―共同提出法案も「共通政策」ですね。

　国政の各分野にわたる、豊かな中身です。

　共同法案で求めているのは、緊急に解決しなければならない問題ばかりです。保育士の処遇改善、被災者の住宅再建の支援金引き上げ、長時間労働の是正、ひとり親家庭の子どもの貧困の解決などは国政上の重要なテーマになっています。

　野党が共同で法案まで出した意義は大きいものがあります。法案は現行の制度をよく吟味し、財源の裏付けももたないと提出できません。そういう作業を野党間で行ったうえで出しているわけです。

　もちろん、野党間で政策上の違いはありますし、可能なかぎり前向きの接点を見いだすよう、ひきつづき話し合っていかなければなりません。同時に、国政のさまざまな分野で、しかも国政上の焦点となる問題で多くの一致ができていることは重要です。ぜひ、こういった全体像を示して選挙をたたかっていきたいと思います。

　―まさに大義ある共闘ですね。

　安倍自公政権の野党共闘に対する「野合」攻撃は成り立ちません。「野党は共闘」という市民・国民の声に押されての野党共闘です。市民が求める共闘が野合であるはずがありません。

　そして、その野党が国政上のさまざまな分野で政策的に一致をみている。これは自民、公明とその補完勢力による不当な「野合」批判に対する反撃材料として説得力を持つ中身になると思います。

４野党「共通政策」

▽安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回

▽アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困の拡大の是正

▽ＴＰＰや沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治に反対

▽安倍政権のもとでの憲法改悪に反対

野党共同提出の議員立法１５本
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（写真）長時間労働規制法案を衆院事務総長（右から４人目）に提出する野党４党の議員＝４月１９日、国会内


　日本共産党、民進党、生活の党、社民党の野党４党が先の通常国会に共同提出した１５法案は以下の通りです。（（10）（13）（14）（15）は一部他党も共同）

【戦争法の廃止】

　（1）平和安全法制整備法廃止法案

　（2）国際平和共同対処事態法廃止法案

　野党共同提出法案の皮切りとなった法案。安倍政権が昨年９月に強行した戦争法（「平和安全法制整備法」「国際平和共同対処事態法」）を廃止。

【介護･福祉職の賃上げ】

　（3）介護職員等処遇改善法案

　深刻な人手不足が続く介護・福祉職員の給与を月額１万～6000円引き上げるため、助成金を支給します。事務職なども含め、全職種が対象。

【保育士の賃上げ】　

　（4）保育士処遇改善法案

　待機児解消を図るため、保育士の給与を月額５万円引き上げます。幼稚園、児童養護施設や放課後児童クラブ（学童クラブ）などで働く人も対象。

【児童扶養手当の拡充】　

　（5）児童扶養手当法改正案

　「貧困の連鎖」を断ち切るため、ひとり親家庭に対する児童扶養手当を、第２子以降は一律１万円増額。支給対象も２０歳未満まで拡大し、大学進学を支援。

【残業時間の上限規制】　

　（6）労働基準法改正案

　労使協定を結べば青天井となっている労働時間に法規制を設けます。次の勤務時間まで一定の休息時間を設ける「インターバル規制」を新たに導入。

【畜産農家支援の法制化】　

　（7）畜産物価格安定法改正案

　畜産農家を支援するため、肉用牛・豚肉の販売価格が生産コストを下回った場合、差額を補てんする経営安定対策事業（通称・マルキン）を法制化します。

【住宅再建支援金の引き上げ】　

　（8）被災者生活再建支援法改正案

　被災復興のカギである住宅再建を後押しするため、支援金の上限を300万円から500万円に引き上げます。

【選択的夫婦別姓制度の導入】　

　（9）民法改正案

　選択的夫婦別姓を導入し、婚姻年齢を男女ともに１８歳にします。再婚禁止期間を100日に短縮する政府案が成立しましたが、野党案は再婚禁止期間の廃止を３年後に検討するとしています。

【性暴力被害者の支援体制の確立】　

　（10）性暴力被害者支援法案

　性暴力被害者支援計画の策定を義務付け、ワンストップ支援センターの整備促進などを図ります。

【性的マイノリティー（ＬＧＢＴ）に対する差別解消】　　　　　　 　

　（11）ＬＧＢＴ差別解消法案

　性的指向や性自認を理由とした差別的取り扱いを禁じます。職場や学校などでの差別を解消する方策を盛り込み、実効性確保のために主務大臣が指導や勧告などを行います。

【政治分野の男女共同参画推進】　

　（12）政治分野における男女共同参画推進法案

　政党や候補者の自由を確保しつつ、国政選挙や地方選挙で、男女の候補者ができる限り同数となるよう努力義務を定めます。

【税制関連】　

　（13）法人税法改正案

　（14）会社法改正案

　（15）金融商品取引法改正案

　資本金100億円超の法人の所得、法人税額等の公示をはじめ、上場企業役員の情報開示を強化します。

参院選へ意気込み示す　野党候補応援の市民連合

共同通信2016/6/4 19:13

　安全保障関連法の廃止を訴える野党統一候補を支援する「市民連合」が4日、東京都内で記者会見し、呼び掛け人の佐藤学学習院大教授（教育学）が参院選に向けて「数万人の市民が選挙活動に直接参加するという全く新しいことが起きている。連帯して闘い、政権を退陣に追い込む」と意気込みを示した。

　全国で32ある改選1人区全てで、民進、共産、社民、生活の4野党による候補一本化が成立している。市民連合はこのうち15選挙区の統一候補に推薦を出している。地元関係者と調整し、複数人区を含め、できるだけ多くの推薦を出すという。

「１人区」が勝敗左右　過去５回の参院選

東京新聞　2016年6月5日 朝刊

 　七月十日投開票の参院選で、勝敗を左右するのが改選定数一の選挙区「一人区」だ。自民、公明両党が連立して以降、五回行われた参院選を振り返ると、時々の与野党の勢いによって一人区の勝敗が振り子のように揺れ動き、参院選全体の獲得議席に大きく影響してきた実態が浮かび上がる。　（横山大輔、宮尾幹成）

　最近五回の参院選はいずれも改選百二十一議席。都道府県への議席配分を見直す定数是正に伴い一人区は増える傾向にあり、今回は三十二選挙区となる。

　二〇〇一年、一〇年、一三年の参院選では、自民党は多くの一人区で勝利。特に〇一年と一三年は一人区で二敗しただけで、公明党などと合わせた与党の全獲得議席数（複数区や比例代表を含む）は、民主（現民進）、共産、社民など非自公勢力を大きく上回った。
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　逆に、第一次安倍政権当時の〇七年参院選では、自民党は二十九の一人区のうち二十三選挙区を失う大敗を喫した。公明党、自民系無所属を合わせた獲得議席数（同）は四十七止まり。非改選議席を合わせた参院の過半数を失い、衆参で多数派が異なる「ねじれ」を生んだ。

　当選者が一人だけの一人区は、与野党で議席を分け合うことが多い複数区と異なり、得票差が小さくても当落が分かれ、全体の結果に与える影響が大きい。各党が一人区を重視するのはこのためだ。

　今回大きく変わるのは、安全保障関連法の廃止などで一致した民進、共産、生活、社民の野党四党が、三十二の一人区すべてで事実上の統一候補を擁立すること。これまで非自公勢力は比例票の上積みを狙い、一人区にそれぞれ独自に擁立する意識が強かった。

　本紙の集計では、最近五回の参院選で、共産党が一人区に公認候補を擁立しなかったのは沖縄選挙区で四回あっただけ。これに対して自公両党は、一人区は公明党が自民党候補を支援する関係が定着していた。

　この変化が一人区の「振り子」に影響するか。民進党の岡田克也代表は「与党候補と野党候補が一対一で戦う分かりやすい選挙戦」に持ち込んだと指摘。自民党幹部は「野党共闘は怖い」と警戒している。

９条守れ「怒るべきとき」　父・城山三郎氏の遺志継ぐ大集会

東京新聞　2016年6月3日 朝刊

	 井上紀子さんは「９」がつく日にＪＲ茅ケ崎駅前に立ち反戦を訴えている＝神奈川県茅ケ崎市で
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　「戦争で得たものは憲法九条だけだ」－。二〇〇七年に亡くなった作家城山三郎さんが、よく口にした言葉だ。その城山さんが暮らした神奈川県茅ケ崎市で四日、「９条かながわ大集会２０１６ｉｎ湘南ちがさき」が開かれる。実行委員長を務めるのは、城山さんの次女で「九条の会・ちがさき」の井上紀子さん（５７）。「怒るべきときに怒らなければいけない、と父は言っていた。今、声を上げなければ」と語る。　（吉岡潤）

　井上さんに言わせれば、「父は戦争の実態を伝えるために作家になった人」。十七歳で志願して海軍特別幹部練習生となり、十八歳の誕生日を迎える三日前に終戦を迎えた。経済小説の書き手として名をはせる一方、戦争を題材にした作品を残した。

　ただ、井上さんが父の口から戦争の話を聞くようになったのは晩年だ。「つらすぎて口にできなかったんですね」

　〇一年、城山さんは当時の小泉純一郎首相に会い、個人情報保護法案に異を唱えた。井上さんが当時を振り返る。「焦燥感に包まれていた。表現や報道の自由が奪われれば、戦争に突入していったあの時代と同じになる、大変なことになると」

　〇六年六月、城山さんは「九条の会・ちがさき」の依頼に応え、メッセージを寄せた。戦争が長引いていたら相模湾で水中特攻「伏龍（ふくりゅう）」隊員として命果てていたはずだ－と。伏龍は、爆雷の付いた棒を持って海底に潜み敵船を突き上げて自爆する部隊だ。そして「平和憲法こそ生き残る者の夢であり、守ることが使命だ」とつづった。同年十一月には、市内の催しに参加した九条の会のテントにも足を運んだ。

　「市民の活動を心強く思って共感していた」と井上さん。翌年三月に城山さんが亡くなると、「父の遺志を継ぎたい」と会に加わった。

　昨年九月、強行採決を経て安全保障関連法が成立した。「何をやっているのかと父に怒られそうな気がする。諦めてはいけない」。四日の集会を「今の政治をおかしいと感じ、それを選挙の投票行動につなげる契機にしたい」と話す。

　　　◇
　「９条かながわ大集会」は茅ケ崎市民文化会館などで開催。午前９時半から憲法や自衛隊、教科書、原発などをテーマにした分科会。午後１時からの全体会ではルポライターの鎌田慧さん、東京大大学院教授の小森陽一さんが講演。参加費１０００円。問い合わせは、実行委の後藤仁敏（まさとし）さん＝電０９０（７１７５）１９１１＝へ。

合区解消へ改憲を＝麻生副総理兼財務相【１６参院選】
　麻生太郎副総理兼財務相は５日、高知県四万十町で街頭演説し、同県と徳島県を含め、７月の参院選で初めて導入される合区について「地域の代表がいなくなるのはどう考えてもおかしいから変えるべきだ。そのためには憲法が変わらなきゃどうにもならない」と述べ、合区解消のために憲法を改正すべきだとの見解を明らかにした。
　麻生氏はまた、消費税増税を２０１９年１０月まで２年半先送りすることに関し、「党内の意見は分かれたが、自民党は首相（党総裁）が決めたらみんなでやるのがルールだ」と語り、安倍晋三首相の判断に従う考えを改めて示した。　（時事通信2016/06/05-16:37）
自民は「改憲争点隠し」＝枝野民進幹事長【１６参院選】
　７月の参院選で安倍政権の退陣を目指す複数の市民団体が５日、全国各地で集会を開いた。国会前の集会には民進党の枝野幸男幹事長が参加し、「自民党は憲法改悪という争点隠しに走っている。強い危機感を持って、全力を挙げて戦う」と述べ、同党を含む改憲勢力による参院議席３分の２の確保阻止を訴えた。
　共産党の山下芳生副委員長も同じ集会で「安全保障法制廃止以外でも（野党４党で）政策合意ができた。安倍晋三首相に『野合』呼ばわりされるいわれはない」と強調した。　（時事通信2016/06/05-16:36）
改憲へ合意形成目指す　自民公約　ＧＤＰ６００兆円実現

東京新聞　2016年6月4日 朝刊

 　自民党は三日、参院選の選挙公約を発表した。アベノミクスを強化し、「一億総活躍社会」実現のため経済成長の成果を子育てや介護など社会保障分野に分配することなど、経済政策を前面に据えた。消費税率１０％への引き上げを二〇一九年十月まで二年半再延期することについては「赤字国債に頼ることなく安定財源を確保して可能な限り社会保障の充実を行う」と明記した。改憲の合意形成に向けて各党と連携を図る方針を示した。（清水俊介）

　公約は二部構成。第一部はアベノミクスの成果やオバマ米大統領の広島訪問などの実績を示した上で、政府の「一億総活躍プラン」や「成長戦略」の経済政策など重点公約を紹介。第二部は「政策バンク」として各分野の政策を並べた。

　アベノミクスの達成目標にしていた名目国内総生産（ＧＤＰ）六百兆円の実現を大きな柱とし、待機児童解消に向けた保育の受け皿の五十万人分増、介護離職ゼロなどを盛り込んだ。給付型奨学金の創設に向けた具体的な検討も進める。
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　二〇年度までに基礎的財政収支（プライマリーバランス）を黒字化させる政府目標は政策バンクで堅持を明記。消費税の軽減税率は一九年十月の１０％への引き上げ時に導入するとした。増税再延期で不足する財源の具体的な補填（ほてん）策の記述はない。

　改憲は政策バンクの末尾に、衆参両院の憲法審査会で「各党との連携を図り、あわせて国民の合意形成に努め、憲法改正を目指す」と記した。「衆参両院の三分の二以上の賛成、国民投票における過半数の賛成が必要」と、改憲発議に必要な「三分の二」の文言を新たに加え、一四年の前回衆院選や一三年の前回参院選の公約より改憲手続きに関する記述を充実させた。

　参院選挙制度改革で、今夏の参院選から導入される合区を解消するため「都道府県から少なくとも一人が選出されることを前提として、憲法改正を含めそのあり方を検討する」と、改憲の必要性に触れた。

　安全保障関連法の施行を受けて「あらゆる事態に切れ目のない対応が可能な態勢を構築し、抑止力の向上に努める」とし、防衛力の拡充・強化を進めると強調。原発は、原子力規制委員会の新規制基準に適合すれば「再稼働を進める」とした。

「改憲で教育無償化」　お維新公約　９条には触れず

東京新聞　2016年6月4日 朝刊
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　おおさか維新の会は三日、参院選公約を発表した。改憲により、教育無償化と道州制導入、憲法裁判所の設置の三点を目指すとした。憲法九条には言及しなかった。

　改憲に関しては、経済的理由で教育を受ける機会を奪われないことを憲法に明文化し、幼児教育から大学院、職業訓練学校までを無償化する。

　国会議員の身を切る改革として、定数と歳費を三割削減すると明記。東京への一極集中を解消するため大阪を「副首都」に位置付ける「首都・副首都法」の制定を掲げた。選挙権年齢の引き下げを踏まえ、衆参両院議員の被選挙権を「十八歳以上」に引き下げる。

　外交では、日米地位協定の改定の必要性を訴えた。安全保障関連法では、集団的自衛権行使の要件を厳格化するとした。原発は「フェードアウト」させるとし、安全規制など五つの条件をクリアしたものに限り、再稼働を認める。

おおさか維新、憲法改正を前面に…参院選公約

読売新聞2016年06月04日 09時52分

　おおさか維新の会は３日、憲法改正による教育の無償化などを柱とする参院選公約を発表した。

　参院選では「改憲勢力で３分の２の議席確保」を目指す方針で、参院選後の改正論議を主導したい考えだ。

　憲法改正案は、〈１〉幼児教育から大学まで教育無償化〈２〉道州制実現のための統治機構改革〈３〉憲法裁判所の設置――の３本柱。松井代表は記者会見で、「改正論議はタブー視されてきたが、本気で議論するには（改正発議に必要な）３分の２が必要だ」と語った。

　国会議員定数・歳費の３割削減や公務員人件費５兆円カットを掲げたほか、集団的自衛権行使の要件厳格化も明記した。民進、共産両党などと一線を画し、「第３極」政党の立場を鮮明にする狙いがある。

　また、参院選東京選挙区に田中康夫・元長野県知事（６０）、大阪選挙区に堺市議の高木佳保里氏（４３）、比例選に女優の石井苗子氏（６２）をそれぞれ擁立することも決めた。

産経新聞2016.6.5 11:48更新 
「報道の自由危機に瀕している」　元ＣＩＡスノーデン氏が懸念をあらわに　特定秘密保護法も問題視

インターネットを通じ、シンポジウムに参加した元ＣＩＡ職員のエドワード・スノーデン氏＝４日、東京都文京区 
　米政府の個人情報収集を暴露したエドワード・スノーデン元米中央情報局（ＣＩＡ）職員は５日までに、日本の特定秘密保護法制定や憲法９条の解釈変更などを問題視し、日本社会に「権威主義が忍び寄っている」と懸念を示した。
　ロシアに亡命中のスノーデン氏は、都内で４日に開かれたシンポジウムにインターネット回線を通じて参加。報道番組の看板キャスターが最近相次いで交代したことなども挙げ「日本の報道の自由は危機にひんしている」と述べた。
　スノーデン氏は、安倍政権が憲法９条の解釈を変更したことについて「政府は大多数の国民の意見を聞かなくていいと判断した。」と警鐘を鳴らした。
　また特定秘密保護法の制定によって情報公開が妨げられ、政府の活動を検証しにくくなると指摘。「政府が一線を越えた場合に検証できるシステムが必要だ」と語った。
　スノーデン氏は米国家安全保障局が市民の通話履歴を収集していたことなどを暴露。米司法当局に訴追され、ロシアに亡命した。（共同）
翁長知事与党27議席、安定多数維持　沖縄県議選
沖縄タイムス2016年6月6日 05:04 


県議会与野党中立の勢力
　任期満了に伴う第１２回沖縄県議会議員選挙（定数４８）は５日、投開票され、与党は無投票だった名護市区を含む１３選挙区で現有議席を４議席上回る２７議席を獲得して躍進、引き続き安定多数を維持した。２０１４年に翁長雄志知事が就任して初めての県議選で、与党が過半数を得たことは有権者が翁長県政に信任を与えた格好になる。選挙結果が７月１０日投開票の参院選に影響を与えるのは必至。翁長知事とともに名護市辺野古の新基地建設に反対を訴えてきた与党の「オール沖縄」勢力の勝利は、県民があらためて新基地建設反対の民意を示したことになる。 
　与党候補者は翁長県政を支える立場を前面に掲げ、宮古島市区での初の女性県議が誕生するなど「オール沖縄旋風」が巻き起こった。野党の自民は公認・推薦の２０人を擁立した。１議席増の１５議席を得たが、少数野党の苦しい立場は継続する。 
　投票率は５３・３１％で過去最低だった前回を０・８２ポイント上回り２８年ぶりに上昇に転じた。 
　選挙戦では米軍普天間飛行場問題を巡り、野党の自民を含め政治的立場を問わず閉鎖・返還を訴えた。与党系候補者は名護市辺野古の新基地や県内移設の断念も強く主張した。 
　当選者４８人のうち辺野古に反対するのは３１人で６割以上を占め、普天間問題の行方に影響を与えそうだ。 
　元海兵隊員の米軍属の男による女性遺体遺棄事件に対する県議会の抗議決議で盛り込まれた在沖海兵隊の撤退や子どもの貧困解消、経済振興のあり方も焦点となった。 
　当選者の内訳は現職３１人、前職２人、新人１５人。現職は６人が落選した。最年少は４１歳、最高齢は７４歳。女性は７人が立候補し、６人が当選した。 
　党派別は与党は社民６人、共産６人、社大３人で、与党系無所属は１２人が当選した。 
　野党は自民が１４人、野党系無所属が１人当選。中立は公明が４人、維新が２人の議席を得た。 
　県選挙管理委員会での集計作業が混乱し、得票数の確定が大幅に遅れた。
社説[与党が過半数堅持]基地への拒否感根強く
沖縄タイムス2016年6月6日 05:00
　２０１４年１２月に就任した翁長県政の「中間評価」と位置付けられた県議選。結果は辺野古新基地建設でぶれない翁長雄志知事の姿勢を後押しするものだった。 
» 翁長知事支える与党が過半数維持　沖縄県議選
　任期満了に伴う第１２回県議会議員選挙（定数４８）は５日投開票され、翁長知事を支える県政与党が引き続き過半数を堅持した。 
　改選前の議席数（欠員２）は４６議席で、議長を除き与党が２３議席、野党・中立が２２議席だった。与党は各選挙区で善戦し改選前の議席に上積みした。 
　政府と対峙（たいじ）する翁長知事にとって、県議会の後ろ盾を得た意義は大きい。１４年の名護市長選、県知事選、衆院選で示された県内潮流が大本では変わっていないことをあらためて裏付けた。 
　女性遺体遺棄事件が起き、反基地感情が高まる中、与党側は辺野古新基地建設に明確に反対を表明。野党側は辺野古を含むあらゆる可能性を追求するとし、争点ぼかしの「あいまい戦術」をとった。宜野湾市長選のときの戦術を踏襲したのである。 
　米軍の綱紀粛正と再発防止策に実効性がなく、日本政府が決めた応急対策にも県民から疑問が噴出した。 
　投開票前日には米海軍二等兵曹の女が酒酔い運転で国道５８号を逆走し車両２台と衝突する事故が発生、道交法違反容疑で現行犯逮捕された。相次ぐ事件・事故の発生によって県民の怒りはかつてないほど高まっており、それが選挙結果に影響したものとみられる。 
■　　　　■ 
　今回の県議選については与野党とも、７月１０日投開票の参院選の前哨戦と位置付け、重視していた。 
　翁長知事は告示前から候補者選考の調整に主導的に関わった。名護市区と宮古島市区では与党候補者の新旧交代を果たした。 
　告示後も、当落線上にいると判断した候補者に対しては選挙区に複数回入るなど、強力に後押しした。 
　自民党も国政並みの取り組みをした。テレビ、ラジオＣＭで経済振興や雇用対策を訴えた。 
　子どもの貧困や待機児童問題などについては与野党が共通して訴え、有権者の関心も高かった。 
　宜野湾市長選で敗北した「オール沖縄」陣営は県議選に勝利したことでその勢いを参院選につなぐ構え。過半数を制することができなかった野党は参院選に向け、取り組みの見直しを迫られることになりそうだ。 
■　　　　■ 
　投票率は５３・３１％。前回１２年の５２・４９％に比べ０・８２ポイント上回ったことになる。 
　復帰後の県議選で投票率が最も高かったのは１９７６年の８２・２８％。その後も７０～８０％台の高い投票率を維持してきたが、９２年から毎回のように低下し続けた。 
　今回の上昇をもって長期低下傾向に歯止めがかかったと判断するのは早計だ。 
　新しい議会は「政策形成」「執行部監視」の機能を高め、住民との対話や情報公開などを通して住民との距離を縮めてもらいたい。投票率の低迷に議会上げて本腰で取り組むときだ。
辺野古阻止の取り組み強化へ　沖縄県、県議選大勝の与党が後押し
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　沖縄県議選で翁長雄志知事を支持する県政与党が勝利した。与党はこれまで、米軍普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古の新基地建設阻止を掲げる翁長県政と“両輪”として機能してきた。翁長知事は、新基地建設阻止に向けた取り組みの予算確保や、民意を示す意見書・決議の可決などで引き続き県議会の後押しが得られることになる。安定的な県政運営を背景に、県は今後も強い姿勢で日米両政府に対して辺野古移設の見直しを迫っていくことになる。
　与党多数の県議会は改選前、翁長知事が公約に掲げた県ワシントン事務所の開設や、県が国を相手取って起こした抗告訴訟の予算を承認するなどしてきた。
　一方、県議会は県の行為や予算を追認するだけでなく、県外からの埋め立て用材の搬入に規制を課す土砂条例案を自ら提出して可決するなど、辺野古新基地建設を具体的に止めるための主体的行動を取ってきた。
　米軍属女性遺棄事件を受けて県議会は、与党と中立会派が共同提案した米海兵隊の撤退を求める抗議決議も可決している。撤退要求は、普天間の辺野古移設見直しを求める県の姿勢から踏み込んだ内容だ。与党が議席過半数を維持したことで、議会が主導する形で基地問題を巡る翁長県政の立ち位置がさらに踏み込んだものになる可能性もあり、議場の動きが注目される。
　辺野古埋め立て承認の取り消しを巡り国と法律的な争いをしている県は、今後も埋め立て承認の撤回、工事の設計変更の不承認など、さまざまな権限を行使することを視野に入れる。１１月の大統領選を経て誕生する米次期政権への働き掛けも想定する。
　県が長期戦を想定する中、県議会の後ろ盾は重要な要素となる。与党が過半数を確保し、翁長知事は引き続き安定的な状況で新基地建設阻止に臨むことになる。（島袋良太）
＜社説＞県議選与党大勝　辺野古移設を断念せよ　民意無視はもう許されない

琉球新報2016年6月6日 06:01 
　民意はまたも明確になった。政府がこれ以上、沖縄の民意を無視し、踏みにじるのは許されない。
　翁長県政１期目の県議会勢力図がどうなるか、全国的にも注目を集めた第１２回県議選は、県政与党が地滑り的な大勝を収めた。安倍政権が強行しようとしている米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設についても、明確に反対する人が大多数を占めた。
　一昨年の知事選、衆院選、名護市長選、名護市議選でも辺野古反対派が全て勝利している。民主主義国である以上、辺野古新基地建設を正当化できる根拠はもはや皆無だ。政府は新基地建設を断念し、対米交渉をやり直すべきだ。
説得力なき犯罪対策
　今回の県議選は定数４８に対し、７１人が立候補した。無投票となった定数２の名護市区を除き、１２選挙区で激しい選挙戦を展開した。
　県政をめぐる課題はさまざまあるが、最も注目された論点はやはり米軍基地問題だった。米軍属女性遺棄事件に強い反発が上がる中、各候補はこぞって日米地位協定の改定を打ち出した。「運用改善」でよしとする意見はごく少数だった。
　投開票日の直前、政府は事件を受けた対策を打ち出したが、内容は防犯カメラ増設と警察官増員である。カメラを増やせば米軍関係の犯罪を抑止できると言わんばかりの「方向音痴」の対策は、何の説得力も持たなかった。県議会当選者の９６％が地位協定の改定を求めていることの重さを、政府は正面から受け止めるべきだ。
　在沖米軍基地全体について、立候補者全員が「基地の大幅な整理縮小」か「全面撤去」、「整理縮小」のいずれかを掲げた。基地の現状維持を求める人はただの一人もいない。在沖米海兵隊も大多数が「全面撤退」か「大幅削減」で、「現状維持」は皆無だ。辺野古新基地についても、明確な反対だけで新議席の７割弱に達する。
　政治的な立場は別として、こうした事前のアンケート結果と当落だけを純粋に受け止めれば、今県議選に込めた県民のメッセージは次のように総括できよう。米軍を今の規模で沖縄に押し付け続けるのは許さない。海兵隊の現状維持どころか、新基地まで沖縄に造ろうとする政府は論外だ。
　菅義偉官房長官は記者会見で、この県議選の結果が辺野古新基地建設に与える影響はないとの認識を繰り返し示していた。いくら予防線を張りたいのだとしても程がある。沖縄の民意に対してあまりに不誠実だ。
政策立案に期待
　県議には住民の多様な意見や要求をくみ取り、政策に集約する機能が求められる。
　沖縄には多くの問題がある。中でも子どもの貧困は喫緊の課題だ。その意識の反映か、前回の選挙と比べて今回は格段に多くの候補者が政策に掲げた。
　翁長県政与党は県の実態調査や対策推進基金を評価し、野党は内閣府の対策予算計上を評価する。そんな傾向が見られた。
　県議会は県と並ぶ「二元代表制」の一方である。行政を評価するのもいいが、自前の政策立案もぜひ実行してほしい。
　内閣府の予算は現時点で期間は不透明だ。事業開始後に国の補助が打ち切られた場合、負担に耐えられない、と二の足を踏む市町村もある。貧困対策には時間がかかる。一時のブームに終わらせず、息の長い事業として行政の枠組みに組み込む必要がある。その知恵を新議員には期待したい。
　県民所得が全国平均の７割にとどまること、全雇用者の４５％が非正規であることなど、経済分野の課題も大きい。単に抽象的な「経済振興」を訴えるだけではない、具体的な政策提案が求められる。
　直近の４年間、県議会は２本の議員提案条例を制定した。その前の４０年通算で４本だったことを考えると、高く評価できる。今回、新たに県民代表となった４８人にも政策立案機能を期待したい。
翁長与党が過半数維持＝辺野古反対、参院選に影響－沖縄県議選
　任期満了に伴う沖縄県議選（定数４８）は５日投票が行われ、即日開票の結果、社民、共産両党など翁長雄志知事を支える県政与党系が過半数を維持し、議席を増やした。米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対する勢力が多数を占め、国は引き続き難しい対応を迫られる。７月１０日投開票の参院選にも影響必至だ。
　与党系は改選前議席を４上回る２７議席を確保。自民党は改選前を１増やし１４議席で、無所属と公明党など中立系を合わせると２１議席だが、この中には辺野古移設反対派も含まれている。投票率は５３．３１％で、前回より０．８２ポイント上昇した。
　選挙結果を受け、翁長氏は那覇市内で記者団に「２６議席を取れば大勝利と考えていた。今のままの形で基地問題に取り組んでいきたい」と述べ、引き続き辺野古移設阻止を目指す考えを示した。
　自民党は県議選を参院選の前哨戦と位置付けて臨んだが、与党過半数を阻止できなかった。自民党は参院沖縄選挙区に現職の島尻安伊子沖縄担当相を擁立するが、社民、共産両党などが統一候補として推す新人の伊波洋一元宜野湾市長を相手に厳しい戦いを強いられそうだ。
　５月に米軍属による女性死体遺棄事件が起きたことを受け、選挙戦では米軍基地をめぐる問題が大きな争点となった。知事派は日米地位協定の改定を主張。自民党は国とのパイプをアピールして沖縄振興の推進を訴えた。　（時事通信2016/06/06-02:37）
辺野古反対が過半数　沖縄県議選、知事支持派も

共同通信2016/6/6 00:09
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　沖縄県議選で当選し万歳する、知事支持派の比嘉京子氏（左から2人目）。左端は糸数慶子参院議員＝5日夜、那覇市[image: image45.jpg]


　那覇市内に設置された沖縄県議選の投票所＝5日午後
　任期満了に伴う沖縄県議選（定数48）は5日投開票され、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対する候補が過半数を維持した。公明党などは、辺野古に反対する一方で翁長雄志知事の県政運営には中立的な立場を取っているが、知事の支持派だけでも過半数を占めた。米軍属が逮捕された女性遺棄事件を受け、沖縄で高まる反基地の民意が示された。

　翁長知事にとっては2014年12月の就任後の「中間審判」で信任を得た形で、移設計画を巡る政府との協議に引き続き強い姿勢で臨むことになりそうだ。

翁長知事与党が勝利　反基地姿勢、後押し　沖縄県議選
朝日新聞デジタル2016年6月6日01時59分
　沖縄県議選（定数４８）が５日投開票され、翁長雄志（おながたけし）知事を支える与党勢力が半数を超え、議席を伸ばした。翁長氏は、安倍政権が進める米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設阻止を訴えており、県議選に勝利したことで、引き続き安倍政権との対決姿勢を強めていく方針。
　告示前にうるま市の女性の遺体を遺棄した容疑で、元米海兵隊員で軍属の男が逮捕される事件が発生。反基地感情の高まりが、翁長氏や与党への支持につながったと言える。
　告示前は４７議席（欠員１）のうち、与党２４、中立９（議長を含む）、野党１４。当選者のうち、朝日新聞の事前アンケートに県政への立場を「与党」と答えた人は２７人と半数を超えた。「野党」は１５人、「中立」は６人。
　県選挙管理委員会によると、投票率は５３・３１％（前回５２・４９％）、当日有権者数は１０５万５８７８人だった。
翁長知事「県民、このまま許してはいけないと判断」
朝日新聞デジタル2016年6月6日01時31分

沖縄県議選の結果を受け、心境を語る翁長知事＝６日午前０時３２分、那覇市、上田幸一撮影


　翁長雄志知事は６日未明、「１年半の県政にご理解いただけたのではないか」と那覇市内で記者団に語った。米軍属による死体遺棄容疑事件の影響について、「県民は、このまま許してはいけないと判断したのではないか」と話した。今後の県政運営については「今後も何の陰りもなく基地問題に取り組んでいきたい」と語った。
沖縄県議選、知事支持勢力が過半数を維持

読売新聞2016年06月06日 00時45分

　沖縄県議選（定数４８）は５日、投開票された。

　米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対するEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(おなが),翁長)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(たけし),雄志)知事を支える勢力が２５議席以上を確保し、過半数を維持した。翁長氏は県議会での支持基盤を確保したことで、今後も移設阻止に向けて政府との対決姿勢を強めていく構えだ。選挙結果は７月の参院選にも影響を及ぼしそうだ。

　翁長氏は２０１４年１２月に就任して以来、県議会で自身を支持する過半数の勢力を背景に、辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消すなど、辺野古移設を阻止する政策を展開してきた。県議選は翁長県政の中間的な審判の意味合いもあった。告示前には同県うるま市の女性の遺体遺棄事件で米軍属の男が逮捕され、県民の反基地感情が高まる中、米軍基地問題や治安対策が主要な争点となった。

沖縄県議選　基地移設反対派が大勝…知事与党上積み
毎日新聞2016年6月6日　01時19分（最終更新　6月6日　02時25分）
　沖縄県議選（定数４８）が５日投開票され、米軍普天間飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の名護市辺野古への県内移設に反対する翁長雄志（おなが・たけし）知事を支える共産や社民などの県政与党が過半数を維持した。改選前より４議席多い２７人が当選を確実にした。米軍属が逮捕された女性遺体遺棄事件の発生直後の選挙戦となり、県民の高まる反基地感情を反映し、米軍基地所在の選挙区で着実に議席を獲得した。翁長知事が引き続き政府との対決姿勢を強めるのは必至で、移設計画に大きな影響を与えそうだ。 
　知事の県政与党が勝利した県議選の結果について、那覇市で記者団に対して、翁長知事は「大勝利と考えている。日本国土の０．６％の沖縄に、７４％の米軍専用施設を置いてきたことで、連続して事件事故が起きた。『沖縄に米軍基地が集中する状況がなくならない限り、だめだ』という県民の思いが今回のような選挙の結果になった」と述べた。 
　議長を除いて改選前に欠員２だった県議会は県政与党が２３議席で過半数を占めており、今回１３選挙区に７１人が立候補した。内訳は与党系３７人、自民など野党系２２人、公明、おおさか維新など中立系１２人（中立系とみられていた１人が告示後、与党系の立場を表明）。無投票だった名護市（定数２）は与野党系が１人ずつ当選した。公明は国政とのねじれで県本部は辺野古移設に反対している。公明の議席を加えると移設反対の勢力はさらに多くなる。 
　沖縄では今年１月の宜野湾市長選で、安倍政権の支援を受けた現職が、翁長知事が事実上擁立した新人に圧勝しており、知事の与党系は今回「連敗」を回避した。参院選（６月２２日公示）沖縄選挙区も移設を進める自民が公認する現職と、移設反対の翁長知事を支えるグループが推す無所属新人との事実上の一騎打ちになる見通しで、反対派には追い風となりそうだ。 
　県政与党は移設反対の民意を改めて示すため、過半数獲得に全力を挙げた。政府は選挙期間中に犯罪抑止策をまとめ、４日には日米防衛相が日米地位協定の運用改善で合意した。安倍政権は事件の影響をできるだけ回避しようとしたが、及ばなかった。 
　当日有権者は１０５万５８８１人。投票率は５３．３１％で、過去最低だった前回（５２．４９％）を上回った。【佐藤敬一】
米軍事件で自民に逆風、普天間移設に影響も　沖縄県議選 
日経新聞2016/6/6 0:57
　５日投開票の沖縄県議選（定数48）は翁長雄志知事を支える共産、社民両党など与党会派が過半数を占めた。告示前に米軍属による女性遺棄事件が発生し、沖縄に集中する米軍関連施設への不満が高まった。日米両政府は米軍普天間基地（同県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を進める方針だが、翁長氏が反発を強めるのは必至だ。


沖縄県議選の結果を受け、記者の質問に答える翁長沖縄県知事（６日未明、沖縄県那覇市）
　「大勝利だ。辺野古の移設阻止の姿勢が理解いただけた」。翁長知事は６日未明、県議選の結果を受け、那覇市内で記者団の質問に答えた。
　県議選では13選挙区に71人が立候補し、翁長氏を支持する与党会派が過半数を上回った。改選前の勢力は、与党会派が23議席、非支持派が23議席で、残る２議席が欠員。
　選挙戦では与党会派が米軍属による女性遺棄事件に関して「基地があるがゆえの事件」と主張。辺野古移設反対や米軍関係者による事件の再発防止を求めて日米地位協定の改定を訴えた。５日にも米軍嘉手納基地（沖縄県嘉手納町など）所属の海軍兵が酒酔い運転の容疑で逮捕された。米軍関係者の事件・事故が後を絶たず、米軍への不満票が共産、社民両党など革新候補に流れた。
　県議会野党の自民党は政府とのパイプを強調し、沖縄振興策や社会保障の充実をアピールしたが、逆風にさらされた。翁長県政に中立の立場の公明党は県本部が辺野古移設反対を公約に掲げた。
　政府と沖縄県は辺野古移設問題を巡り、法廷闘争に発展。３月に和解が成立した。政府側は県議選の結果が辺野古移設に影響を与えるかどうかについて「地方自治体の選挙だ。影響はないと思う」（菅義偉官房長官）との立場だ。
強かった「反基地」の風、翁長知事派に勢い　沖縄県議選 
日経新聞2016/6/6 1:00
　米軍基地の県内移設を巡り、翁長雄志知事が政府との対決姿勢をとる中で実施された５日の沖縄県議選。知事を支える候補者が引き続き、議席の過半数を占めることになった。直前には米軍属による女性遺体遺棄事件が発生、改めて「基地の島」のあり方が問われている。
　うるま市選挙区で３選を果たした無所属現職、山内末子氏（58）は「翁長県政とともに県民の声を政府に届けていきたい」と決意を表明した。選挙事務所は歓声や拍手に包まれ、支持者やスタッフらと万歳を繰り返した。
　同市内には遺棄事件の被害女性が住んでいた。選挙戦では「悲惨な事件を二度と繰り返さない覚悟で挑む」と主張。米軍普天間基地（宜野湾市）の辺野古移設反対や米海兵隊撤退も訴え、「県民が共感してくれていることを強く実感した」と話した。
　一方、事件を受け県民に反基地感情が高まるなど、自民党候補は苦しい戦いに。那覇市・南部離島選挙区で５選を果たした自民現職の翁長政俊氏（66）は選挙事務所で「日米安保容認の自民党としてはアゲンスト（逆風）。大変厳しい選挙だった」と振り返った。
沖縄県議選 翁長知事を支える県政与党が過半数維持
NHK6月6日 4時22分
５日に投票が行われた沖縄県議会議員選挙は、翁長知事を支える県政与党が３議席増やし、県議会の過半数を維持しました。これを受けて、翁長知事は「大勝利だ」と述べ、引き続き政府にアメリカ軍普天間基地の移設計画の断念を求めていく考えを示しました。
任期満了に伴う沖縄県議会議員選挙は、４８の議席を巡って、５日、無投票の選挙区を除いて投票が行われました。
　各党の獲得議席は、無投票での当選を含めると、▽自民党は選挙前から１議席増やして１４議席、▽公明党は選挙前と同じ４議席、▽共産党は選挙前から１議席増やして６議席、▽おおさか維新の会は選挙前と同じ２議席、▽社民党は選挙前から１議席増やして６議席、▽地域政党の沖縄社会大衆党は選挙前から１議席増やして３議席、▽諸派が３議席、▽無所属が１０議席でした。▽民進党は選挙前と変わらず、議席を獲得できませんでした。
その結果、翁長知事を支える共産党や社民党などの県政与党が２７議席を獲得し、県議会の過半数を維持しました。
　今回の選挙は、アメリカ軍関係者の男が女性の遺体を遺棄した疑いで逮捕された事件を受けて、アメリカ軍の専用施設が集中する沖縄の現状をどう改善していくかが最大の争点となりました。
　県政野党の自民党は、公明党やおおさか維新の会などと共に与党を過半数割れに追い込みたいとしていましたが、翁長知事を支える県政与党が選挙前からさらに３議席増やし、県議会の過半数を維持する結果となりました。
　翁長知事は記者団に対し、「選挙結果は、普天間基地の移設を阻止する私の公約が一定程度、県民から理解をいただいたものだと思っており、大勝利だ。アメリカ軍関係者による事件が起きたなかでの勝利は、保革を乗り越えて名護市辺野古に基地をつくらせないという県民の思いであり、今後もしっかりと取り組んでいきたい」と述べ、引き続き政府に計画の断念を求めていく考えを示しました。
　今回の沖縄県議会議員選挙の投票率は、過去最低だった前回・４年前を０．８２ポイント上回り、５３．３１％でした。
沖縄県議選、翁長知事の与党が過半数維持
TBS系（JNN） 6月5日(日)18時40分配信
　沖縄県議会議員選挙の投開票が５日に行われ、翁長知事を支える与党が議席を伸ばして過半数を維持しました。
　沖縄県議会議員選挙は、普天間基地の辺野古移設阻止を掲げる翁長知事を支持する県政与党が過半数を維持するかが焦点でした。
　開票の結果、定数４８に対して県政与党が３議席を伸ばして２７議席を獲得し、過半数を維持しました。一方の野党・自民党は１５議席、中立の候補が６議席となりました。
　「２６（議席）以上は大勝利だと心の中で考えていたけど、７０年間背負ってきたものが、新しい政治の枠組みで変わってくれるかもしれないと。今日までの１年半の実績としては、それに応えていると判断いただけたのではないか」（沖縄県・翁長雄志知事）
　最終の投票率は５３．３１％で、前回より０．８２ポイント高くなりました。（06日02:30）
沖縄県議選　知事を支持の与党、過半数維持
日本テレビ系（NNN） 6月6日(月)6時35分配信
　５日に投開票された沖縄県議会議員選挙で、アメリカ軍普天間基地の辺野古移設に反対する翁長知事を支える与党が、過半数を維持した。
　沖縄県議選は、５日に投開票され、４８の定数に対し、翁長知事を支える与党が２７議席を獲得し、改選前の２４議席を上回り過半数を維持した。
　一方、自民党など野党は、改選前より１つ議席を増やした。
　今回の県議選は、先月、元アメリカ兵が女性の死体遺棄容疑で逮捕され、アメリカ軍と基地への批判が高まる中で行われた。
　選挙結果は、普天間基地の移設問題を巡り、政府と対立する翁長知事には追い風となりそうだ。
アベノミクス 自民 “引き続き推進” 民進 “失敗した”
NHK6月5日 12時15分
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ＮＨＫの番組「日曜討論」で、安倍政権の経済政策・アベノミクスについて、自民党が「雇用状況などは改善している」として、引き続き推進していく考えを示したのに対し、民進党は「消費税率を引き上げる環境を整備できなかった」として、失敗したと主張しました。
自民党の鶴保参議院政策審議会長は、「アベノミクスの現状については、目標とするファンダメンタルズは間違いなく思ったとおりになってきている。雇用や数字の面で、何一つアベノミクスの破綻を示すものは出ていない。ただ、実感と数字に少しかい離があり、このかい離を埋めるには時間がかかることを理解してほしい。消費税率引き上げの再延期は、結果的に判断が正しかったというときが必ず来る」と述べました。
　公明党の西田参議院幹事長は、「政権交代前と比べて経済全体はよくなっているが、家庭の実感はまだないというのは事実であり、転ばぬ先のつえとして、安倍総理大臣の消費税率引き上げ再延期の決断を理解している。中・低所得者の家計で実感してもらえる施策を、安定した政治の下で進めていきたい」と述べました。
　民進党の小川参議院幹事長は、「安倍総理大臣は『消費税率を上げる、それまでに経済を強くする』と国民に誓って、前回、衆議院選挙に臨んだにもかかわらず、実現できていないことは、まさにアベノミクス政策の失敗だ。公約を実現できなかったので、安倍総理大臣はきちんと失敗を認めてその責任を取ることがいちばん先だ」と述べました。
　共産党の市田参議院議員団長は、「アベノミクスの破綻は明白で、消費税率の引き上げも、延期ではなく、きっぱり断念すべきだ。２度も引き上げを延期せざるをえなかったのは消費税大増税路線の破綻であり、消費税に頼らない方向にこそ進むべきだ」と述べました。
　おおさか維新の会の片山共同代表は、「アベノミクスは、成功した部分と成功していない部分があり、いちばん問題なのは成長戦略だ。医療や農業などで思い切った規制緩和を行うべきだ。消費税率を２回引き上げられなかったのだから謙虚な反省が必要だ」と述べました。
　社民党の福島参議院議員会長は、「消費税の増税は、延期ではなく中止すべきだ。アベノミクスの破綻ははっきりした。安倍総理大臣は二枚舌を使うのではなく、謝罪をし退陣すべきで、消費税依存型の税制を変えることが必要だ」と述べました。
　生活の党の山本共同代表は、「さんざんにあおっていたアベノミクスの失敗がはっきりした。消費を増やすためには、まずは消費税率を５％に引き下げることが大切で、その先に消費税を廃止する議論をすべきだ」と述べました。
　日本のこころを大切にする党の中山代表は、「安倍政権になってデフレの暗い社会から抜け出せたと考えているが、成長路線には乗っていない。消費税率引き上げは、しっかり成長路線に乗った段階まで延期すべきだ」と述べました。
　新党改革の荒井代表は、「アベノミクスをやらなかったら大不況だった。あったから、ここまで来ている」と述べました。
増税再延期支持―与党

共同通信2016/6/5 13:13

　与野党幹部は5日のNHK番組で、7月の参院選に向けた論戦を繰り広げた。与党は、来年4月の消費税増税を2年半再延期する安倍晋三首相の方針への支持を表明。野党は増税可能な環境をつくれなかったとしてアベノミクスを批判し、首相の退陣を求めた。

　自民党の鶴保庸介参院政審会長は、再延期に関し「苦渋の決断だが、景気対策の意味で、現時点で増税見送りが妥当だとの判断を支持したい。参院選でその信を問うことに尽きる」と述べた。

　公明党の西田実仁参院幹事長は「経済全体は良くなっているが、まだ家計での実感がない。中低所得の人々に良くなったと実感してもらえる施策を進める」とした。

　民進党の小川敏夫参院幹事長は「首相はアベノミクスの失敗を認め、責任を取るのが先だ」と主張。赤字国債で社会保障充実の財源を賄う同党方針に触れ「何が何でも赤字国債で補うのではない。財政の上振れがあれば使う」とも述べた。

　共産党の市田忠義副委員長は「再延期で社会保障をカットするのは論外だ」と指摘。おおさか維新の会の片山虎之助共同代表は「社会保障と税の一体改革は当時の民主、自民、公明の3党でつくった。3党は破綻を反省すべきだ」と語った。

参院選「社会保障を重視」５３％　朝日連続世論調査
朝日新聞デジタル2016年6月6日00時19分

参院選で投票先を決めるとき重視する政策は？
　朝日新聞社が４、５両日に行った参院選連続世論調査（電話）では、参院選で投票先を選ぶとき、どの政策を重視するかも尋ねた。選択肢から二つ選んでもらったところ、「医療・年金などの社会保障」が５３％で最も多く、「景気・雇用対策」４５％、「子育て支援」３３％と続いた。
　次いで「消費税の引き上げ延期」２３％、「安全保障関連法」１７％、「憲法」１０％、「外交」９％だった。
　参院選で仮にいま投票するなら、比例区ではどの政党に投票したいと思うかを政党名を挙げて尋ねると、自民３９％、民進１２％、公明７％、共産７％、おおさか維新の会６％――などとなった。
増税再延期「評価」５６％　朝日新聞連続世論調査
朝日新聞デジタル2016年6月6日00時17分

　　
　朝日新聞社は４、５の両日、参院選（２２日公示、７月１０日投開票）に向け、連続世論調査（電話）の１回目を実施した。消費税１０％への引き上げを２年半延期するとした安倍晋三首相の判断を「評価する」５６％が「評価しない」３４％を上回った。安倍首相が延期理由として挙げた「世界経済が大きなリスクに直面している」との説明には、「納得する」２８％に対し、「納得しない」は５８％だった。
　参院選では、公職選挙法の改正で選挙権年齢が２０歳以上から１８歳以上となることから、今回から調査対象も１８歳以上とした。
　安倍首相は１年半前に消費税の引き上げ延期を決めた際、「再び延期することはない。断言いたします」と述べていた。この発言を踏まえ、首相が約束を守らなかったことは大きな問題だと思うかどうかも尋ねたところ、「大きな問題だ」３７％、「大きな問題ではない」５３％だった。
世論調査―質問と回答〈連続調査第１回〉
（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。丸カッコ内の数字は、５月２１、２２日の２０歳以上を対象にした調査結果）
◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する　　４５（４３）
　支持しない　３４（３３）
◆今、どの政党を支持していますか。政党名でお答えください。
　自民３８（３７）▽民進８（７）▽公明４（３）▽共産３（３）▽おおさか維新１（１）▽社民１（０）▽生活０（０）▽日本のこころ０（０）▽元気０（０）▽新党改革０（０）▽その他の政党２（０）▽支持政党なし３３（３８）▽答えない・分からない１０（１１）
◆今年の夏に、参議院選挙があります。仮にいま投票するとしたら、比例区ではどの政党、またはどの政党の候補者に投票したいと思いますか。（択一）
　自民３９（４１）▽民進１２（１３）▽公明７（５）▽共産７（５）▽おおさか維新６（４）▽社民１（２）▽生活１（０）▽日本のこころ０（０）▽元気０（０）▽新党改革０（０）▽その他の政党２（１）▽答えない・分からない２５（２９）
◆今度の参議院選挙にどの程度関心がありますか。（択一）
　大いに関心がある　１９
　ある程度関心がある　４７
　あまり関心はない　２６
　まったく関心はない　８
◆この夏の参議院選挙で選ばれる１２１議席のうち、与党が過半数を占めた方がよいと思いますか。占めない方がよいと思いますか。
　占めた方がよい　４５
　占めない方がよい　３７
◆この夏の参議院選挙の結果、安倍政権のもとで憲法を変えることをめざす政党の議席が、参院全体で、３分の２以上を占めた方がよいと思いますか。占めない方がよいと思いますか。
　占めた方がよい　３０
　占めない方がよい　４７
◆こんどの参議院選挙で投票先を決めるとき、重視する政策は何ですか。（選択肢から２つまで選ぶ）
　景気・雇用対策　４５
　消費税の引き上げ延期　２３
　医療・年金などの社会保障　５３
　子育て支援　３３
　外交　９
　安全保障関連法　１７
　憲法　１０
◆安倍内閣の経済政策をどの程度評価しますか。（択一）
　大いに評価する　５
　ある程度評価する　５０
　あまり評価しない　３３
　まったく評価しない　８
◆安倍首相は、来年４月に消費税を１０％に引き上げるのを、２年半延期すると表明しました。安倍首相のこの判断を評価しますか。評価しませんか。
　評価する　　５６
　評価しない　３４
◆消費税の引き上げを延期する理由について、安倍首相は「世界経済が大きなリスクに直面している」と説明しました。安倍首相のこの説明に納得しますか。納得しませんか。
　納得する　　２８
　納得しない　５８
◆安倍首相は、１年半前に消費税の引き上げ延期を決めたとき、「再び延期することはない。断言いたします」と言っていました。安倍首相がこの約束を守らなかったことは大きな問題だと思いますか。大きな問題ではないと思いますか。
　大きな問題だ　　３７
　大きな問題ではない　５３
　　　　　◇
〈調査方法〉　４、５の両日、コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日ＲＤＤ」方式で、全国の１８歳以上を対象に調査した（福島県の一部を除く）。世帯用と判明した番号は２４２２件、有効回答は１１４４人。回答率４７％。
消費増税延期、「評価する」は６３％…読売調査

読売新聞2016年06月05日

　読売新聞社は３～５日、全国世論調査を実施した。

　安倍首相が、２０１７年４月に予定されていた消費税率の１０％への引き上げを２年半延期すると決めたことを「評価する」は６３％で、「評価しない」の３１％を大きく上回った。

　安倍首相は１４年１１月に１回目の延期を表明した際、再延期しないと明言していたが、今回の延期を公約違反だと「思わない」人は６５％に上り、「思う」は３０％だった。

　前回調査（５月１３～１５日）で、消費増税を「延期すべきだ」との回答は６９％を占めていた。今回調査でも、増税延期を評価する人が多いことから、公約違反と受け止める人は少数にとどまったとみられる。

アベノミクス「見直し必要」５８％　比例投票先は自民２８％、民進１０％

東京新聞　2016年6月3日 朝刊
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　共同通信社は一、二両日、来月の参院選での有権者動向を探るため全国電話世論調査（第一回トレンド調査）を実施した。比例代表の投票先は自民党が２８・９％と最多で、民進党の１０・９％が続いた。安倍政権の経済政策「アベノミクス」について「見直すべきだ」「完全に方向転換すべきだ」を合わせた否定的な回答が５８・０％に上り、拡充や現状維持は計３４・６％にとどまった。安倍晋三首相の下での憲法改正には、半数を超える５３・６％が反対と答えた。賛成は３０・９％。　

　内閣支持率は４９・４％で不支持率は４１・３％。

　比例投票先では自民党が他党をリードしたものの、３７・３％は「まだ決めていない」としており、情勢は変化する可能性がある。投票先は、民進党に続き公明党６・３％、共産党５・３％、おおさか維新２・４％、社民党１・６％、生活の党０・７％、日本のこころ０・１％。新党改革は回答がなかった。

　参院選の選挙区の投票先では「与党系候補」が３２・１％に対して「野党系候補」は１９・４％。

　投票先を判断する政策課題では、景気や雇用など経済政策を挙げた人が３３・９％でトップ。次いで年金・医療・介護保険制度への取り組み（３０・５％）が多かった。

　アベノミクスに関する否定的な回答は「見直すべきだ」が４６・５％、「完全に方向転換すべきだ」は１１・５％。

　来年四月に予定していた消費税増税を巡り、首相が再延期を表明したことについて「政権の経済政策の失敗ではないと思う」が４７・５％、「失敗だと思う」は４３・１％で、意見が分かれた。

　支持政党が「ある」との回答は３８・２％。内訳は自民党５８・９％、民進党１５・２％、公明党１０・８％、共産党７・３％、おおさか維新３・１％、社民党３・０％、生活の党０・６％。日本のこころと新党改革は回答がなかった。「ない」とした無党派層は５９・０％で、「あえて支持すればどこか」と聞いた結果、自民党が３０・５％に上った。

　参院選への関心では、６９・１％が「ある」とし、「ない」は３０・８％。

　調査は選挙権年齢が「十八歳以上」に引き下げられることを踏まえ、十八、十九歳も対象に加えた。

消費増税の再延期「評価する」５４％、ＪＮＮ世論調査
TBS系（JNN） 6月6日(月)4時45分配信
　安倍総理が来年４月に予定されている消費税率の引き上げを２年半再延期すると表明したことについて、「評価する」と答えた人が５４％に上ることがＪＮＮの世論調査でわかりました。
　調査は６月４日・５日に行いました。それによりますと、安倍内閣の支持率は前の月の調査より０．６ポイント上がって５５．２％。不支持率は前の月の調査より０．５ポイント下がって４２．９％でした。
　安倍総理が来年４月に予定されている消費税率１０％への引き上げを２年半再延期することを表明したことについて「評価する」と答えた人は５４％で、「評価しない」と答えた人は３４％でした。
　また安倍総理は、消費増税の再延期について衆議院の解散・総選挙はせず参院選で「国民の信を問いたい」としていますが、これについて「解散・総選挙すべきだった」と答えた人は２７％、「解散・総選挙する必要はなかった」と答えた人は６０％でした。
　東京都の舛添知事の政治資金の私的流用疑惑に関連して、舛添氏の一連の釈明について「納得できる」と答えた人は３％だったのに対し、「納得できない」と答えた人は９２％と９割を超えました。舛添都知事の進退について「辞職すべき」と答えた人は７３％に対し、「辞職する必要はない」と答えた人は１７％でした。
　アメリカ軍属の男による女性の遺体遺棄事件を受け、沖縄県は駐留するアメリカ軍などの法的地位を定めた「日米地位協定」の改定を求めていますが、この「日米地位協定」について７９％の人が「協定を改定すべき」と答えたのに対し、「協定を改定する必要はない」と答えた人は９％となっています。（06日01:27）
産経新聞2016.6.6 01:00更新 
【酒井充の野党ウオッチ】民進党がどんどん共産党に蝕まれている…岡田代表、ホントにこれでいいんですか？

野党党首会談に臨む民進党の岡田克也代表＝５月３０日、国会（斎藤良雄撮影） 
　民進党の“共産党化”が止まらない。その象徴的な場面が通常国会閉会日の６月１日昼、国会内で開かれた共産党議員団総会で見られた。志位和夫委員長ら国会議員３２人全員が勢ぞろいした総会で、参院選（６月２２日公示、７月１０日投開票）の比例代表で改選を迎える田村智子副委員長が、こう決意を語った。
　「きょう午前中、参院の委員会や本会議が終わったときに、（改選１人区で）野党統一候補となった民進党の現職議員何人かと固く握手を交わしました。『必ず戻ってこようね』とお互いに握手しましたが、同時に思わず私、口に出てしまったのが、『勝たせますから！』という言葉でした」
　民進党の候補者は共産党が勝たせるのだそうだ。
　随分と高飛車な物言いに聞こえるが、田村氏は「こんなふうに他党の議員の方と儀礼的ではない、ある意味、同志的な握手を交わして選挙を迎えられるのは、本当に劇的な情勢の変化を感じます」と続けたのだから、本音なのだろう。
　民進党と共産党の議員は同志なのだそうだ。
　そういえば、民進党の安住淳国対委員長も４月に共産党の新役員の表敬訪問を受けた際、共産党の幹部に「身内みたいなもんだから」と親しげに語っていた。
　ことほどさように、「民共一体化」は当事者も認めるところとなっている。それなのに民進党の岡田克也代表は繰り返し「共産党と政権をともにすることはない」と明言している。選挙協力は進めるが、政権はともにしない－。有権者にとって、こんなに分かりづらいことはない。
　民進党と共産党は政権への道筋さえ一致していないのに選挙で共闘するのだそうだ。
　「選挙に勝つことだけが目的だ」といった「野合」批判もなんのその。民進、共産両党に社民、生活両党を加えた野党４党は参院選で、全国に３２ある１人区すべてで候補者を一本化した。ちなみに志位氏は候補者の一本化を「野党統一候補」と表現しているが、民進党は「選挙協力」という言葉さえ忌避している。選挙協力でなければ何なのか。これもまた、有権者には分かりづらい詭弁でしかない。
　３２の１人区の野党統一候補の内訳は、民進党１５人、共産党１人、無所属１６人となっている。共産党唯一の候補が統一候補として出馬するのが香川選挙区だ。
　自民党の大平正芳元首相を輩出した香川県は保守系が強いイメージがあるが、民進党の衆院議員も２人いる。香川１区を地盤とする小川淳也氏（比例四国）と、２区選出の玉木雄一郎氏だ。自民党の同県選出衆院議員は３人なので、決して引けをとっていない。
　民進党は４月に党所属県議の擁立を決めて発表し、党本部も推薦を決定した。だが、民進党や無所属の統一候補が他の１人区で次々と決まり、候補を取り下げていた共産党が香川に白羽の矢を立てた。最低でも１つは共産党公認の統一候補の選挙区がほしかったからだ。
　香川県では過去に共産党の国会議員が１人も当選したことがない。共産党の強い地盤がある京都府などならともかく、「共産党不毛の地」と言っていい香川で共産党の統一候補が誕生するのは、不自然でもある。要は、共産党との選挙協力を進めたい民進党執行部の“犠牲”になったのだ。
　玉木氏は推薦を決めていた県議の出馬取り下げが明らかになった５月２０日、ツイッターで「香川県の有権者の皆様に選択肢を提示できず心からお詫び申し上げます。なお『一本化』と報じられていますが、共産党候補を推薦するようなことはありません」と釈明した。共産党が野党協力のために候補取り下げを決めた２月ごろに民進党系の自前候補を用意していれば、このような事態には至らなかったはずだ。今となっては、ただの言い訳にしか聞こえない。
　一方、野党統一候補となった他の１人区の民進党候補は今後、共産党の熱烈な支援を受けることになる。従って、民進党は共産党と敵対することができなくなった。
　民進党の妥協や譲歩は選挙の協力だけではない。岡田氏は５月１８日の党首討論で、憲法改正案を示すよう求めた安倍晋三首相に対し「憲法９条は当面変える必要はない。だから案はない」と言い切った。共産党と全く同じ主張だった。
　憲法改正の議論さえ封じるとは国会議員としてあるまじき態度だが、民進党内には憲法改正論者もいる。例えば、前原誠司元外相は自衛隊の存在を明記する９条改正に賛成の立場をとる。もっとも、その前原氏も４月の衆院北海道５区補選で、かつて「シロアリ」と批判した共産党の小池晃書記局長らとともに街頭演説を行った。共産党は着実に民進党に浸透している。
　保守系の長島昭久衆院議員は５月１６日のフェイスブックに「じわじわと民共の選挙協力の話がなし崩し的に深まり、いよいよ出処進退の正念場を迎える」と記した。正念場がいつなのか不明だが、ますます民共の選挙協力が進んでいる中でも、長島氏が出処進退をはっきりさせる気配はない。
　彼らは外に向かっては威勢のいいことをいうが、結局、共産党との一体化を進める民進党幹部にはモノがいえないようだ。
　岡田氏が「共産党と政権をともにしない」と強調しても、それとは裏腹に民共一体化に突き進んでいる。岡田氏は５月１９日、安全保障関連法を「戦争法」と呼んで廃止を求める市民団体が国会内で開いた会合に志位氏らと出席し、１２００万超とされる廃止を求める署名を受け取った。
　岡田氏は「戦争法」と呼ぶことを避けるが、あいさつでは「本当に多くの皆さんにご理解をいただき、これだけたくさんの署名を集めていただいて心から感謝を申し上げる」と最大限の謝辞を述べた。ついに「戦争法」の呼称を認めたようだ。
　署名は、安保関連法を「戦争法」と決め付けて廃止を求める市民団体「総がかり行動実行委員会」が中心になり、昨年１１月から２０００万を目標に賛同を募っていた。岡田氏が「皆さんからいただいた力を糧にして、参院選で力を合わせてがんばっていきたい」と述べ、共産、社民、生活各党とともに勝利に向けた決意を表明すると、大きな拍手を受けた。
　岡田氏からマイクを受け取った志位氏も、民進党公認候補に一本化した選挙区も含む１人区について「自分たちの候補と同じように勝つために必要なことは何でもやるという構えでがんばり抜きたい」と応じ、相思相愛ぶりを示した。
　民共一体化は進むばかりだが、民進党のみならず、なぜか共産党もその指摘に反発している。志位氏は、安倍晋三首相が「民共の一体化」を指摘した１日の記者会見の後、党本部で記者団にこう語った。
　「私たちは太いところで、大きな理念で一致している」
　志位氏は、一致している「大きな理念」の具体例として、「戦争法」の廃止と「立憲主義の回復」を挙げた。志位氏によれば、「立憲主義の問題は、あれこれの政策以前の国の土台にあたる部分」だという。
　だが、民進、共産両党は本当に「大きな理念」を共有しているのだろうか。共産党は党綱領で日米安保条約の廃棄や自衛隊の解消を明記している。皇室制度も本来は廃止を目指している。なにより革命政党の看板を降ろしていない。だから岡田氏は「政権をともにすることはない」と強調しているのだが、大きな理念とはこういうことを指すのが普通だ。
　志位氏は記者団に対し、参院選で共闘する野党４党が目指すべき共通政策として、アベノミクス、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）、沖縄の米軍基地問題、憲法改正を挙げた。共産党にとってみればいずれも反対だが、民進党は本当に反対なのか。「アベノミクスは失敗した」との主張は一致しているが、ＴＰＰの交渉参加検討も米軍普天間飛行場の移設も旧民主党政権で決めたことだ。
　首相が表明した来年４月の消費税１０％引き上げの再延期に関しても、両党は見解を異にしている。共産党が「増税中止」を求めているのに対し、民進党は平成３１年４月までの２年「延期」を主張している。来年４月の増税反対では一致しているが、「中止」と「延期」では意味合いが全く異なる。税制の根本で一致していないのに選挙協力を進めることは、有権者に混乱を招くことになりかねない。
　今からでも遅くない。「大きな理念」を共有して本当に安倍政権打倒を目指すならば、候補者の一本化などという生ぬるいことを言っている場合ではない。民進党と共産党は真剣に合流を検討し、岡田氏の持論でもある「政権交代可能な二大政党制」の一翼を目指せばいい。その方が有権者にとっても分かりやすい。今さら何の遠慮があるというのだろうか。
